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建学の精神 

 

本学園は建学の精神として「独創一理」を掲げ、「独創的な学究精神を堅持して真

理を探究し、おおらかな誇りを持ち、感激性に富む、個性豊かな人格を形成する」

ことを目指している。 

この建学の精神では、本学のあり方として、独自の優れた発見や開発から生まれ

た真理の探求、チームワークの不可欠な医療関連専門職間の仲間意識の高揚と連帯、

私学の果たしてきた反骨精神などを継承することが鼓舞されるとともに、大学人や

学生のあり方として、時流を拓いた偉大な人物や科学者に学ぶこと、および献身的

かつ感動に奮起する人間像の形成が重視されている。 

そして、藤田医科大学医学部、医療科学部、保健衛生学部においては専門的知識・

技術とともに、チーム医療教育に向けたアセンブリ教育をはじめ、態度や考え方、

コミュニケーション能力の修得に力点をおいた教育をおこなうことにより、患者中

心のチーム医療の担い手として社会に貢献できる、人間性や探求心の豊かな「良き

医療人」の育成に向けた取り組みが行われている。 

また大学病院では、開院当初より、「我ら、弱き人々への無限の同情心もて、片時

も自己に驕ることなく医を行わん」との病院理念を掲げ、病める方々への限りない

共感と決して慢心することのない心のこもった医療を目指して、先進的な医療の実

施に邁進している。このような医療の基本精神は、ばんたね病院、七栗記念病院、

岡崎医療センター、羽田クリニックにおいても共有されている。 

さらには、研究から社会実装へ向け、最先端医療提供への橋渡しとなる臨床研究

や開発研究を全学横断的に支援する研究推進本部を設置するとともに、社会人を含

む高度専門的医療人育成をも兼ねた大学院医学研究科、保健学研究科を設けて、研

究と人材の育成を推進している。 

以上のように、本学園は創設以来、「独創一理」の建学の精神と病院理念などに基

づき、医学・医療の広範な領域にわたる専門職と研究者の育成および病める方々に

対する高度かつ全人的な医療の実現に向けた取り組みに力を注ぎ、学園に対する社

会的な期待に応えてきた。 
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2023 年度 総括 

学校法人藤田学園は、2022 年 4 月に「教育」、「研究」、「医療・福祉」に新たに「社会貢献」を

加えた「Fujita VISION 2030 ～その時、いちばん動ける藤田学園へ～」をスローガンに掲げ、2023

年度も取り組む姿勢は変わらず、社会課題にも向き合ってきました。 

「教育」では、国際的な視野を持った人材の育成強化に向け、新たに海外の 3 大学と MOU の締

結、そして、医学部は２巡目となる JACME（日本医学教育評価機構）を受審し、国内大学最多の

適合数で認証を取得しました。また、世界標準での医療データ共有の仕組みを使った医療情報の 2 

次利用プラットフォームを、臨床、治験、研究で活用できるよう、企業と連携して医療 DX を推進

しました。 

「研究」では、橋渡し研究支援機関の認定および社会実装に向けた橋渡し研究を主軸とした、ス

タートアップ支援、各分野・センターにおける新たな研究を推進しました。また、精神・神経疾患

において、地域中核・特色ある研究大学の振興事業に採択され、新たに研究施設を整備しました。 

「医療・福祉」では、藤田医科大学病院が 2023 年 5 月に開院 50 周年を迎えました。企業と協

同でサービスインした「搬送ロボット」の活用や、人工知能を用いた新たながん診断システムの確

立や業務システムの導入により、医療データのスマート化を進め、スマートホスピタルの実現に向

けて大きく前進しました。また、5,000km 離れたシンガポール国立大学と手術支援ロボット

「hinotori」を用いた遠隔手術の実証実験を成功させ、本学がオピニオンリーダーとなって遠隔手

術の社会実装を推進していきます。そして、2023 年 10 月、次世代医療・研究の拠点として東京羽

田に「藤田医科大学東京 先端医療研究センター」を開所し、Fujita を世界へ発信する新たな挑戦が

始まりました。これからも、地域そして世界から頼られる大学病院をめざし、「思いやりがある、

質の高い医療」を提供していきます。 

「社会貢献」では、「南海トラフ地震」への備えとして、施設強靭化計画の実行、災害時にも対

応可能な大型ドクターヘリの導入、全学生・教職員の防災士資格取得など、災害時においても医療

を確実に実行するための準備を進めており、基幹災害拠点病院の全国的なモデルとなることをめざ

しています。2024 年元日に発生した石川県の能登半島地震では、いち早く DMAT の派遣、医療班

の派遣、防災士を取得した学生等有志による避難所支援班の派遣を開始しました。これは、「その

時、いちばん動ける藤田学園へ」をまさに体現し、「All Fujita」で社会貢献に取り組んだ出来事で

あったと感じております。 

2024 年度は、医療 DX の推進、次世代研究の推進、災害時医療の実行準備、アジア No.1 がん拠

点をめざす取り組み等に重点を置き、教育機関や医療機関という既存ジャンルを超えた存在として、

未来社会のあらゆる課題に All Fujita で挑み、医療を通した社会貢献をおこなっていきます。 

 

 

                    学校法人藤田学園 理事長 
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事業の概要 

 1  大学としての取り組み 

＜大学全体の取り組み＞ 

・ 2023 年度は新規で 1,414 名の学生・教職員が防災士養成研修会を受講し、災害時に地

域貢献できる人材の育成に取り組んだ。 

・ Fujita VISION 2030 を実現するため各部署、各センターでアクションプランを作成・

更新し実行した。 

・ 定期的な挨拶運動を実施し、プロフェッショナリズム人材の育成に取り組んだ。 

・ 大学設置基準の一部改正について、2025 年度学則改正に向けて変更案を作成した。 

・ 大学院保健学研究科の改変について、保健学研究科と医療科学研究科の届出を文部科

学省へ提出し、2024 年 4 月開始に向け体制を整備した。 

・ フジタ EXPO2023 を 2023 年 10 月 26 日から 29 日に開催した。期間中に藤田医学会、

市民公開講座、学園祭、オープンキャンパス、ホームカミングデーをおこなった。 

 

＜研究に関する取り組み＞ 

・ 橋渡し研究支援機関の次年度の機関認定に向けて先端医療開発コンソーシアム（C-

DAM）のシーズＡ相当 10 課題について臨床研究支援をおこなった。また、C-DAM に

新たに薬学系大学以外の異分野（工学・情報）を 3 大学増やし、学内外に次年度のシー

ズ公募をおこない、22 課題を選定し、体制整備を強化した。 

・ COI-NEXT について、育成型から本格型への移行をめざし、「介護ゼロ社会に向けた挑

戦～誰一人取り残さない健康自立社会実現拠点～」をテーマに昇格審査を受審した。今

回は本格型への採択には至らなかったが、大学 11 号館イノベーションセンターの稼働

により、企業との共同研究体制を強化し、医工共創のための体制を整備した。 

・ 地域中核・特色ある研究大学の振興（施設整備事業と強化促進費）について、「精神・

神経疾患における知が混ざり合い、知が生まれる次世代ラボラトリー」が施設整備事業

で採択され、大学 1 号館、4 号館の施設整備を実施した。また、強化促進費は採択され

なかったが、次年度の申請に向け施設の什器類を整え、研究を推進した。 

・ 科学研究費補助金や AMED 等の外部資金について前年比 1.8 倍の研究費を獲得した。

また、シーズ・ニーズ研究発表会や名古屋工業大学との共同研究を計画するなど共同研

究の推進をおこなった。 

・ ヘルスデータアーキテクチャーセンターでは、データ二次利用連携基盤の構築として、

電子カルテマスタのうち、検査、薬剤の標準コード化し、２文書、６情報の FHIR 化を

実装した。 

・ 2023 年 11 月 25 日から 26 日に国際シンポジウム「Fujita International Symposium on 

Brain Science 2023」を開催し、国内外より 136 名の研究者・大学院生が参加した。 
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＜国際交流に関する取り組み＞ 

・ 保健衛生学部では、コンケン大学とのオンラインセミナーを実施した。 

・ 医学部では、M3 海外研究演習を実施した。 

・ 医療科学部では、チュラロンコン大学と共有卒論発表会を実施した。 

・ 2023 年度全学部学科は海外協定校との交換留学プログラムを再開した。 

・ 新規で 3 大学と MOU を締結、またダブルディグリープログラム（DDP）の検討を開

始した。 

MOU 締結：シンガポール国立大学、上海交通大学医学院、上海復旦大学医学院 

DDP：中国医薬大学、上海交通大学医学院 

 

＜地域貢献に関する取り組み＞ 

・ 2024 年能登半島地震で被害を受けた石川県穴水町の社会福祉協議会から避難所支援の

要請があり、防災士の資格を取得した教職員と学生を派遣し、避難所の運営や家財の撤

去作業、炊き出しマッチング、住民の身体的・精神的ケアなどをおこなった。 

・ 豊明市や東郷町と定例会を開催し、防災体制の構築や、医療的ケア児支援体制の整備、

AYA 世代がん患者の在宅ニーズの情報共有などの連携を進めた。 

・ 教職員が自治体・教育機関に出向いて講義や研修をおこなう出張講義について、2023

年度は 170 件実施し、一般市民や教員、医療従事者に医療や健康に関する知識を提供

した。 

・ 自治体や企業とこれまで構築してきた繋がりにより、新規でキッズ未来体験 EXPO、ア

クティブシニアフェア、みんなのおまつりに出展した。イベントに合わせたブースやワ

ークショップを用意し、幅広い世代に楽しみながら健康意識を高める取り組みをおこ

なった。 

・ 地域を支える人材育成プラットフォームでは、豊明市商工会が加入した。また、外国人

対象合同大学説明会の実施など取り組みを進めた。 

・ 大府市、豊田市と防災に関する協定を締結した。 
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 2  医学部 

【教育】 

Ⅰ. 学生の資質・能力の向上 

① 参加型臨床実習の充実 

・ 臨床実習に伴う経験症例が管理できるようになり、37 症候の体験有無を学生個別

に把握した上で、M6 の臨床実習プログラムを組み立てることが可能になった。 

② リサーチマインドの醸成 

・ 関西医科大学が中心となって形成する研究医養成コンソーシアムで、研究者養成

プログラム(SRP) の学生３名が自身の研究発表をおこなった。藤田医学会学術大

会に学生口頭発表のセッションを新設し、最優秀者に学生優秀演題賞を贈った。 

③ 国際化に対応する学生サポートの推進 

・ 医学研究演習では、新たに協定を結んだシラパコーン大学に 2 名、マヒドン大学

に 3 名の学生を派遣することができた。また、ハワイ大学臨床実習プログラムに

2 名の学生が参加し、渡航前にはネイティブ教員による特別英語プログラムを提

供した。 

Ⅱ. 教職員の資質・能力の向上 

① 医学部使命の周知 

・ ロビーと全教室に使命を記載したパネルを設置、学生と教職員に使命を記載した

カードを配布、封筒や名刺に使命を印刷、等の施策により周知を図った。 

② カリキュラム全体の理解 

・ 教務委員長が講師となり、1 コマでも医学部の授業を担当するすべての教員に対

して、本学のカリキュラムの構成や狙い等について FD を実施した。 

③ 学生指導スキルの向上 

・ 「現代の学生気質」をテーマに指導教員を対象とした医学教育ワークショップを

開催し、グループ討議と外部講師による講演会を通じて学生指導スキルの向上を

図った。また、全学部の活動として挨拶運動を実施した。 

④ 試験問題作成能力の向上 

・ 卒業試験の成績と国家試験成績の関係において強い正相関がみられ、本年度も卒

業試験の高い精度を維持することができた。卒業試験に合格した学生の国家試験

合格率は 97.5％であった。 

⑤ 教育業績の可視化と省察 

・ 全ての教員は本年度の教育実績を可視化したシートを作成して省察した。その後、

このシートを上司に提出した上で内容を説明し、上司からの評価を受けた。但し、

本年度はティーチングポートフォリオチャートを作成しなかった。 

⑥ 情報教育ツールを利用した学修支援 

・ FD の一環で MATLAB セミナーを実施し、30 名程度の教職員が参加した。また、
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これを主催した教員に対して、MATLAB を用いたデータ解析に関する相談が増加

している。 

Ⅲ. カリキュラムの質の向上 

① モデル・コア・カリキュラム(2022 年度改訂版)への対応 

・ モデル・コア・カリキュラムの改訂を受けて、「卒業コンピテンス・コンピテンシ

ー（DP）」を改訂した。また、DP 改訂後に、カリキュラムポリシーも改訂した。

現行のカリキュラムと対比し、不足している要素を洗い出した上で、各科目のシ

ラバスに表現した。 

Ⅳ. 教育環境の整備 

① 学修動画共有プラットフォームの更新 

・ 授業収録システムを更新し、クラウド化を推進したほか、アクセスログの解析等

がより簡便にできるようになった。 

② 共用試験公的化への対応 

・ 公的化に対応するためのシミュレータを購入し、また評価の正確性、迅速性の両

立を目的に電子デバイス（iPad）47 台を準備した。 

 

【その他】 

① JACME(2 巡目)認証獲得 

・ 2 巡目の分野別認証を受審し、国内大学最多の「適合」数で認証を取得した。また、

3 巡目に向けた学内の体制を整備した。 

② 医学部使命の見直し 

・ 幅広い層の教職員によるＷＳを開催し、所定の手続きを踏んだ上で、「教育目標」、    

「卒業コンピテンス・コンピテンシー」および「カリキュラムポリシー」を改訂し

た。また、次年度の新モデル・コア・カリキュラムに対応するために教育課程を改

訂した。 

③ 本学卒業生子弟枠入試の新設 

・ ふじた未来入試に独創一理枠を設け、25 名の志願者の中から 3 名の合格者を出し

た。 
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 3  大学院-医学研究科 

【教育】 

Ⅰ. 学生の資質・能力の向上 

① 大学院生の確保 

・ 大学院生の確保を目的とし、本学大学病院臨床研修センターと検討した。将来の

キャリアを見据えた社会人大学院生での学位取得の優位性を説明し、研修ミーテ

ィングに合わせた大学院進学説明会開催を次年度より企画する。 

・ 博士課程進学を推奨した結果、修士課程修了者のうち 2 名が博士課程に進学とな

った。 

・ 広報活動の一環として、大学院ホームページの基礎系講座の研究室情報を更新し

た。また外国人留学生の受け入れを推進するため、英語版ホームページのレイア

ウトを日本語版の形式に準じて一新し、掲載内容を充実させた。 

Ⅱ. 教職員の資質・能力の向上 

① 指導体制の整備 

・ 学位取得率および学位論文の質向上に向け、「研究実績報告書」に学修成果・評価

欄を新設した。学生が自己評価をおこない指導教授が学習成果を確認することで、

研究指導による学習成果の把握・評価を研究科全体で管理する学位論文研究の指

導体制を整えた。 

・ 英文国際誌掲載原著論文を学位論文の原則とし、学術水準の高い学位論文の執筆

指導を促進した結果、学位論文の IF 中央値は堅調に上昇し、３名が早期学位授与

に至った。 

Ⅲ. カリキュラムの質の向上 

① 大学院教育の刷新 

・ 学位授与方針に基づく学習成果を適切に把握・評価するため、授業科目および単

位を見直し、共通科目に「医学研究プログレス」と「学位論文研究」を新設し、博

士課程の教育課程を刷新した。また、がんプロフェッショナル養成プランの準備

期間として、がん関連の医学講演を実施し、医学セミナーを充実させた。 

・ フジタ EXPO の医学会学術大会において、大学院生が研究発表をおこなった。 

② 学位授与要件の見直し 

・ 現行の早期学位授与要件は、分野により国際誌インパクトファクターに偏りがあ

るため、より公平性を保つべく、該当カテゴリーの上位 10％、25％に位置する国

際誌掲載に変更した。 

・ 新設した研究指導科目において、学位論文申請要件と研究関連教育セミナーの早

期受講を推進し、研究指導計画および実績報告で、学習成果の把握と評価を適切

に実施する仕組みを整えた。 
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【社会貢献】 

① 専門職学位課程の運営体制確立 

・ 専門職学位課程の授業を、遠方在住の学生に考慮しオンライン中心に実施し、適

宜対面を併用して学生とのコミュニケーションを図った。医学研究科連携協議会

を開催し、委員に運営に対する意見を伺い、概ね高い評価を受けた。 

 

 

 4  医療科学部 

【教育】 

Ⅰ. アウトカム基盤型教育の改善活動の定着 

① 2022 年度アウトカム基盤型教育のアセスメント 

・ アウトカム基盤型教育のアセスメントに向けて、医療科学部における各科目評価

の方法ならびに考え方を教員に周知して 2023 年度のスタートを切ったが、十分な

理解が得られておらず機能もしていなかった。このため、計画とは別の方法でア

セスメントを行い、報告書にまとめた。この報告においても、まずは、学部の定め

た方法による評価が求められたため、2024 年度からの実運用に向けて FD が必要

となり、年度内の実施を計画した。 

② 教員教育の実施 

・ アウトカム基盤型教育に関する FD「アウトカム基盤型教育をめざして（12 月 6

日実施）」として、学部所属教員を対象にオンデマンド型研修会を実施し、12 月 8

日には、科目責任者を対象にアウトカム評価方法を共有するワークショップを開

催した。 

・ 2024 年度からのアウトカム評価方法導入に向けて、年内作成のシラバス記載内容

を変更することを確認、実施した。 

Ⅱ. キャリア教育の理解と実践 

① 英語教育方針に基づく英語教育の実施 

・ 2022 年度に策定した英語教育方針に基づいた教育の実施状況を確認するために、

学部教員全員に調査を実施し、報告書として課題を抽出した。ここで挙げられた

いくつかの課題を改善するため、次年度以降に FD 等を企画し教員理解を進める。 

② リカレント教育の理解と計画 

・ リカレント教育の計画に先立って、ニーズ調査を実施した。調査対象は、本学４

病院の臨床検査部、放射線部、臨床工学部の職員約 430 名および医療科学部全同

窓生約 7,000 名とした。次年度は、調査結果をもとにした今後のリカレント教育

プログラムを検討、企画する。 
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【研究】 

Ⅰ. 学内外の研究拠点との共同研究の推進 

① 研究推進ユニットが学内の研究機関との共同研究を主導・推進 

・ 学部教員の研究内容を紹介し、学部内での研究交流を促進し、研究活動の活性化

を図ることを目的とした「医療科学部 研究交流セミナー」は 10 回開催し、各分

野が進めている研究課題や研究フィールドの内容を共有した。国内外の研究者を

招き最新の研究内容を共有する目的で開催する「医療科学研究セミナー」は 2 回

開催された。 

・ 海外 MOU 校との実質的な交流を目的に、タイ王国コンケン大学に学部生および

大学院生を派遣した。第二四半期にはコンケン大学から派遣された学生と教員を

受け入れた。 

・ タイ王国チュラロンコン大学との学部間 MOU 締結を協議し、2024 年度締結式を

おこなう予定である。 

Ⅱ. ヘルスケア研究 

① シーズあるいはニーズを有する各分野との共同研究の推進 

・ 学部内各分野および学内研究室のシーズとニーズのマッチング、分野間の研究交

流の促進、学内共同研究への発展を目的に、学内において開催される「シーズ・ニ

ーズ発表会」での発表および参加を促した。 

② 生活習慣病等の病態解明を先進的な予防・診断・治療につなぐ研究の推進 

・ 各分野で多様なヘルスケア研究が実施され、多くの成果を得ることができ、一部

は論文、学会発表や特許取得につながった。学内および他大学との共同研究がい

くつかの分野で進められた。 

 

【医療・福祉】 

Ⅰ. 大学病院との連携推進 

① 臨床業務・教育・研究における相互連携への取り組み推進 

・ 学部教員と大学病院職員との臨床業務連携の促進、最先端医療の共有並びに臨床

研究と学部内の基礎研究とを共有し研究交流を促進することを目的に「臨床連携

研究セミナー」を 5 回開催し、交流を深めた。一部の分野では、臨床現場の職員

と共同研究が進み、学会で発表された。 

・ 専門教育科目に病院職員による講義・実習を計画的に組み込み、学生に最先端医

療の紹介、その技術の具体的な指導を実施した。学生には、講義と臨床を関連付

けてイメージできるなど、好評であった。専門教育の充実に有効な取り組みとし

て定着させるため、さらに企画提案する。 

・ 臨床と教育を繋げ、学生教育や職員教育を効率的、効果的に進めるべく 2022 年度

から徐々に医療資格を有する学部教員が大学病院内の専門業務や管理業務に加わ
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ってきた。タスクシフト・シェアに伴う業務拡大などにおいても両者で協力でき

ること、働き方改革や臨床のニーズの商品化を促すことを視野に教員を採用した。

2024 年度からは実質的な取り組みになるよう展開を予定している。 

 

【経営】 

Ⅰ. 教員組織改革の実践と改善 

① 教学マネジメントにおける教員の組織的活動の改善 

・ データサイエンスや AI を活用する学びを進めるため新たに 1 分野を増設し、教員

を再配置した。 

・ 学修支援事業の一つとして研究者養成プログラム(SRP)を企画し、2024 年度から

開始する。この広報活動をブランド戦略部と広報委員会との共同企画で実施した。 

・ 大学基準協会および JACME に準じた自己点検評価を実施するために 2022 年度

点検評価の記入様式が変更された。これに基づいて点検評価し、学部の報告書と

してまとめ、教員に周知した。 

・ さらに、学部独自の取り組みとして、組織の機能評価を目的に、3 ユニット（教育

企画、臨床教育連携、研究推進）および教育に関わる 4 委員会（教務、入試、学

生指導、FD・SD)の点検を 2023 年度から開始した。 

・ 学部の IR 分析は７テーマにおいて実施され、IR 推進センターを通じて報告され

た。カリキュラム委員会は、この IR 分析報告書から教育課程の妥当性を検討し、

一部の授業の実施時期を変更する必要性を教務委員会に上申した。教務委員会は、

この結果を受けて、教育課程の変更はせず、授業日程を修正し、教授会の決定を

受けて 2024 年度の授業を計画した。 

② 教員の業務改善 

・ TA の役割の見直しと効果的な配置を目的に、これまで実習費予算申請と TA 希望

調査を別部署で異なった時期におこなってきたが、これを実習費予算申請時に一

元化する仕組みを作り、試行した。また、この仕組みを学部教職員が理解できる

ように手順を文書としてまとめ、共有した。2024 年度からは、この仕組みを運用

し、業務改善に取り組む。 

・ 学部が示すアクションプランと重点目標に対し各教員が設定する重点課題の目標

値を明確な数値を用いた客観性のあるものに変更し導入を開始した。2023 年度は

試験的な導入であったが、2024 年度は全教員での実施をめざす。 

・ 教育効果を高めるための事業の工夫と学生の状況に応じた学習支援を目的に 3 回

の FD を開催した。具体的には、留年者・休学者を対象としたメンタルヘルスケ

アと学修支援、授業への ICT 利用促進、ブレンデッド教育の概要について実施し

た。 

Ⅱ. 外部資金獲得のための活動実践 

① 教育研究活動における外部資金獲得のための活動の検討 
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・ 科学研究費助成事業に、助成を受けていない教員全員が応募した。 

・ 学生の学びを支援するために教育環境をさらに整備することが求められたため、

新たな設備導入を企画し、検討を開始した。 

Ⅲ. 学園が示す人材育成活動の組織化 

① キャリア教育センター(仮称)構想に係る医療科学部における活動の試行 

・ 全学的な組織とするキャリア教育センターを 2024 年度に立ち上げるため、医療科

学部内に設けた準備室において全学的な観点からセンターのビジョン・ミッショ

ン、短期・中期計画、2024 年度事業計画を作成した。 

・ キャリア教育を中心とした包括協定を 2024 年度早期に締結するべく、連携先との

協議を開始した。 

・ 学部学生のインターンシップ活動を支援するため、医療科学部では協力企業・医

療施設の増加に向けて取り組みを開始した。 

 

【社会貢献】 

Ⅰ. 大学が実施する組織横断的プロジェクトへの参画 

① 危機管理、デジタル、グリーン関連プロジェクトにおける貢献 

・ 大学が事業化した教職員に対する防災教育の一環である防災士育成事業に学部教

員と学生が参加し、648 名（教員 12 名、学生 636 名）が防災士の資格を取得した。

また、2024 年 1 月 1 日の能登半島地震による被災者が避難している石川県穴水町

の避難所に大学が支援を開始し、支援に延べ 147 名（教員 61 名、学生 86 名）が

自主的に参加した。 

Ⅱ. 学術団体および職能団体の活動への参画 

① 医療機関との臨床・教育・研究における相互連携の取り組み 

・ 臨床検査関連分野、臨床工学関連分野および放射線関連分野の各関係職能団体で、

教員が役職者として団体運営に貢献した。また、これら団体が主催する学術集会、

講演会やシンポジウムに教員が参加し、専門領域の教育や研究に関する情報提供

や情報収集をおこなった。 
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 5  大学院-保健学研究科 

(臨床検査学、医用放射線科学、臨床工学、医療経営情報学領域) 

【教育】 

Ⅰ. グローバル化 

① 外国人留学生受け入れ、交換留学、シーズンスクール等のグローバル化の推進 

・ 留学生の入学後のスムーズな学修をサポートすることを目的に、入学希望者を対

象に Web 会議システムを利用した事前面接を実施する体制を整えた。また、これ

を活用した入学説明会も実施し、2024 年度は秋季入学で１名の留学生を受け入れ

ることとなった。 

・ 海外 MOU 校とのシーズンスクールは、COVID-19 の影響をうけて近年は数年に

わたって Web 会議システムを利用して開催してきた。2024 年度からは、対面に

よる開催とし、より密な情報交換、交流をめざして実施するよう新たな企画をお

こなった。 

Ⅱ. 教育の質の担保 

① 遠隔授業、英語による授業や研究指導の質を担保するための授業法教育と改善活動の

実施 

・ 2024 年 4 月の医療科学研究科新設に向けて、秋季入学制度による外国人留学生の

受け入れおよび英語による授業、留学生に向けた入試制度や授業形態等について

調査・検証し、現状においては大きな問題はないことが確認できた。 

・ 2023 年度は秋季入学制度により修士課程に外国人留学生１名を受け入れ、英語に

よる講義・演習（放射線基礎医学、医用放射線科学特論Ⅱ、医用放射線科学演習、

医用放射線科学特別研究)をおこなった。博士後期課程においては留学生の履修が

なかった一部科目(医療科学概論)について言語を英語にして実施した。 

 

【研究】 

Ⅰ. 研究・臨床部門と連携した教育研究体制の確立 

① 学内外の研究・臨床部門で活躍できる人材を育成するための教育研究体制と就職支援

体制 

・ 企業など他組織の研究者との研究交流を目的に医療科学部が開催している研究交

流セミナーに大学院生の参加を促した。参加した大学院生には議論を通して自身

が進めている研究をさらに発展、展開する契機となっている。今後も学生の情報

交換・交流の場として積極的な活用を推進し、大学院生の参加方法などについて

検討していく。 

  



 

事業報告  

 

 

14 

 

 

【医療・福祉】 

Ⅰ. 大学病院との連携推進 

① 臨床業務・教育・研究における相互連携への取り組み推進 

・ 大学院学生への最先端医療およびその技術の具体的な指導を目的に本学大学病院

の職員を招き講義や学内実習を企画・実施した。 

 

【経営】 

Ⅰ. 教員組織改革の実践と改善 

① 教学マネジメントにおける教員の組織的活動の改善 

・ 医療科学部が 2024 年度から実施する研究者養成プログラム（SRP：Student 

Researcher Program）について、研究科との連続性、研究科としての関わり方など

について検討をおこなった。 

・ 入学者選抜についての詳細を検討し、ガバナンス体制のもとで入学者選抜試験を

実施した。本研究科が掲げる３ポリシーに合致する厳正な入学者選抜が実施でき

た。 

② 教員の業務改善 

・ 2024 年度の医療科学研究科開設に向けて、当該研究科の教育目的と 3 ポリシーを

確認し、研究科における教育の全体像を理解することを目的にワークショップ形

式による FD 研修会「医療系大学における大学院進学の意味とその振興」を開催

した。この中でワーキンググループによる討論が行われ、教育方法や研究実施計

画等の各論まで言及され、好評であった。 

Ⅱ. 外部資金獲得のための活動実践 

① 教育研究活動における外部資金獲得のための活動の検討 

・ 科学研究費助成事業に、助成を受けていない教員が全員応募した。また、研究シ

ーズを学内研究担当分野と連携させたことで大型予算である AMED 事業などへ

の応募が増加した。 

 

【社会貢献】 

Ⅰ. 研究・臨床部門と連携した教育研究成果の社会への還元 

① 研究・臨床部門活動の社会への還元 

・ オープンキャンパスにおいて、大学院の紹介をおこなうとともに、「【模擬講義】

大学における研究者の育成と研究」および「【研究室見学】次の医療を創る:診断・

治療薬開発/生体分子の変動と病気との関係」を実施し、本学のめざす社会実装可

能な研究について具体的に紹介した。 
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 6  保健衛生学部 

【教育】 

Ⅰ. 教育課程の改善 

① 教育課程の改善 

・ 2024 年度より実施される先進理学療法コースと先進作業療法コースからなる新

しい教育課程について、文部科学省に申請をおこない、申請内容が承認された。 

② 学科連携の促進 

・ 各学科の状況を共通理解するための場を設け、学科連携型教育方法（学科連携授

業や学生交流）の構築に向けた準備を開始した。 

③ ICT 教育の向上 

・ 数理・データサイエンス・AI に関するリテラシーレベルの教育モデルカリキュラ

ムの実績を積み重ね、申請準備をおこなった。 

Ⅱ. 基本的態度に関する教育 

① 学生の資質向上 

・ 年数回の挨拶運動を通して学生と教員の交流を促進し、名札着用・手指消毒の徹

底と医療系大学生の身なり教育を実施した。 

② 情報発信の増加 

・ 本学部への理解と関心を高める機会を目的の一つとして、保健衛生学部長から今

年度 4 本の情報発信をおこない、ホームページに公開した。 

Ⅲ. 国際化の取り組み 

① 国外大学との教育連携 

・ タイのコンケン大学とスペインのカミ―ロ・ホセ・セラ大学との交換留学計画に

ついて、国際交流委員会を中心に策定し、2024 年度実施の準備をおこなった。 

・ マレーシアのマラヤ大学と MOU を締結し、2024 年度の交換留学実施について準

備を開始した。 

・ 中国の上海交通大学と MOU を締結し、教育研究の交流を進めることとなった。 

 

【研究】 

Ⅰ. 学部内連携研究の推進 

① 連携研究の進捗 

 社会課題の複雑化に対応するため、学部内の異なる専門分野の教員が協働した、

新たな視点からの解決策の提案が期待されている。2023 年度は、学部内連携研究

として、新たに 1 件の研究計画が立案され、3 件の研究でデータ収集を開始した。 

Ⅱ. 教員における研究能力の改善 

① 競争的研究費の獲得促進 
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 文部科学省等、国内外の主要な研究助成機関を調査した。また、教員が競争的研

究費を獲得するため、競争的研究費の獲得実績のある教員が、申請書類の作成支

援など研究費獲得までの手続きを支援し、本学の研究力強化と国際競争力向上に

努めた。 

② 教員の学位取得 

 2024 年 3 月 31 日時点で、教員 90 名中、58 名が博士号を取得済みである。加え

て、14 名は博士課程在学中であり、残りの 18 名も博士課程の進学準備を始めた。 

 

【医療・福祉】 

Ⅰ. 情報発信の推進 

① SNS とホームページの充実 

・ 藤田医科大学の SNS メディアポリシーを教員で共有し、教員の SNS 利用におけ

る倫理的な意識向上と広報活動の円滑化を図った。 

・ 地域社会の健康意識向上や適切な健康リテラシーの獲得などを目的として、ホー

ムページや SNS で月複数回、保健衛生学に関する有益な情報発信を発信した。 

② 産官学連携の促進 

・ 保健衛生学部の教職員が関係する産官学をはじめとした学内別組織との協働を年

間数十件おこない、社会の問題解決などに貢献した。 

Ⅱ. 生涯教育の支援 

① 講習会の実施 

・ 看護師、理学療法士、作業療法士の生涯教育に資する、臨地実習指導者講習会な

どを実施した。また、特定行為研修を臨床看護研修センターで開催する準備をお

こない、完了した。 

 

【経営】 

Ⅰ. 教員の働き方改革と業務経験の共有促進 

① 業務量の適正化 

・ 分野長の責任を明確にして、教員のエフォートの把握と適正化にむけた準備を実

施した。 

② 次世代管理者の育成 

・ 職位に関わらず広く学部委員会に所属させ、また若手教員も委員長や学年責任者

に任命し、前任者の支援を受けながら経験の蓄積を行わせることで、若手教員の

経験の蓄積とリーダーシップの育成に努めた。 

Ⅱ. 広報活動の推進 

① 模擬講義の改善 



 

 

 

17 

 

 

・ 公共施設や高等学校などにおいて、年間 36 件の模擬講義を教員が実施し、保健衛

生学に関わる適切な知見の発信・普及と職域説明、および学部の広報をおこなっ

た。 

② 留学生対応強化 

・ 国外とのオンライン会議を実施し、国内外からの優秀な生徒・学生の受け入れに

向けた体制構築の準備を始めた。 

Ⅲ. 教育環境の充実 

① 補助金獲得 

・ 教育環境の充実に必要な補助金獲得のため、公的・民間の教育関連の補助金・支

援制度を調査し、必要事項を整理するなど申請に向けた協議を実施した。 

 

【社会貢献】 

Ⅰ. 防災対策の強化 

① 防災意識の向上 

・ 教職員と学生が共同で防災訓練を実施し、医療従事者ならびに医療従事者を志す

ものとしての行動について再確認する機会とした。 

・ 災害時の行動内容を明確化することによって、教職員一人ひとりが取るべき具体

的行動を整理し、発災時に素早く円滑な連携が行えるようにした。 

・ 教職員の防災意識を常に高く保つため、防災教育センター兼務教員が中心となり、

教職員に対する防災教育を企画、実施した。 

② 災害支援 

・ 能登半島地震に対する災害支援として、2024 年 3 月 31 日現在、述べ人数として

21 名の教員と 13 名の学生が支援に参加し、得られた情報を多くの教職員と共有

した。 
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 7  大学院-保健学研究科(看護学、リハビリテーション学領域) 

【教育】 

・ 博士後期課程「保健医療連携展開学概論」において英語教科書を活用した。また、修士

課程共通科目「運動生理学特論」「運動機能障害」において英語での講義を実施した。 

・ 大学院 FD をワークショップ形式で実施し、現状の問題抽出と未来に向けた改善の議論

を実施した。 

・ 学部 FD「授業における ICT の利用」を保健学研究科教員（病院教授を除く）の 93.2％

が受講した。 

・ 修士・博士後期課程ともに特論を遠隔でおこなった。 

・ 科目履修・研究指導状況など進捗情報を共有、状況に合わせた指導を実施した。 

・ 厚生労働省「理学療法士作業療法士養成施設指導ガイドライン/理学療法士作業療法士専

任教員養成講習の開催指針」を確認、カリキュラムの確認および改善を実施した。 

・ 博士後期課程において、看護学領域・リハビリテーション学領域合同での研究進捗報告

会を実施した。 

・ 学部の TA や卒業研究におけるアシスタントの役割を通じた学部生との交流機会を提供

した。 

 

【研究】 

・ 看護学領域およびリハビリテーション学領域が含まれた体制での、リンパ浮腫 QOL 評

価、インソール開発に向けた歩行分析等についての共同研究を実施した。 

・ MOU 締結校であるタイ・コンケン大学からの派遣学生・教員との研究交流を実施した。 

・ 保健学セミナー等で臨床研究を実施している研究者等を招聘し、複数回の活発な意見交

換を実施した。 

・ 看護学領域および看護学科で科研費獲得に向けたセミナーをおこない、希望する者に対

して申請書の個別指導をおこなった結果、2024 年度新規採択者数が増加した。 

 

【医療・福祉】 

・ 看護学領域では、臨床現場で勤務する社会人院生の割合がＭ 100％、Ｄ 28.6％であった。

リハビリテーション学領域では、臨床現場（企業の専門職含）で勤務する社会人院生の

割合がＭ 68％、Ｄ 76.2％であり、研究力の向上と臨床への還元を推進した。 

・ 保健学研究科看護学領域・看護部・社会実装看護創成研究センター・看護学科と臨床看

護研究に関するプラットフォームを構築した。 

・ 保健学研究科リハビリテーション学領域・リハビリテーション部・ロボティックスマー

トホーム/活動支援機器研究実証センター・リハビリテーション学科・医学科リハビリテ

ーション医学講座の連携を強化し、他部署への出向も推進した。 
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・ 携帯型エコーを用いたポイントオブケアを実装した（各教育病院、地域包括ケア中核セ

ンター、他）。 

 

【経営】 

・ 保健学研究科看護学領域・リハビリテーション学領域のウェブページ更新を実施した。 

・ 愛知県理学療法士学会に設置された大学院進学相談ブースにおいて広報活動を実施した。 

・ 募集要項の英語化について、全面的な見直しを実施した。 

・ 学位論文審査業務の合理化を検討、実施した。 

 

【社会貢献】 

・ 保健学研究科リハビリテーション学領域を含めた体制による、企業との共同研究、県・

国からの受託事業を推進した（内閣府 戦略的イノベーション創造プログラム等）。 

・ 保健学研究科リハビリテーション学領域を含めた体制による取り組みがメディア３件で

発信された（NHK 総合、日本経済新聞、Forbes Japan web）。 

 

 

 8  研究推進本部 

【研究】 

Ⅰ. 橋渡し研究支援機関の認定、社会実装に向けた橋渡し研究の推進 

① 学内シーズ発掘戦略の構築 

・ シーズ A 相当研究課題を公募し、学内外より計 41 課題の応募があり、厳正な審

査を実施し、学内 11 課題、学外 11 課題、計 22 課題を採択した。 

② 学外異分野シーズ発掘戦略の構築 

・ 先端医療開発コンソーシアム（C-DAM）を構築し、8 施設が加盟した。 

・ 多くの異分野シーズが発掘され、医療系ニーズとのマッチングのためのデータベ

ース作成並びにイベントが行われた。 

③ シーズの評価と選考システムの実施 

・ 選考したシーズをプロジェクトマネージャー（PM）が支援する体制を構築した。 

・ PM は TPP 策定、知財支援、予算獲得支援を実施し、AMED グラントの獲得を推

進した。 

Ⅱ. JST COI-NEXT 拠点事業の推進 

① 健康医療イノベーションエコシステムのさまざまな健康課題への適用 

・ 育成型から本格型への移行をめざし、「介護ゼロ社会に向けた挑戦～誰一人取り残

さない健康自立社会実現拠点～」をテーマに昇格審査を受審。今回は本格型への
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採択には至らなかったが、JST COI-NEXT に拘らない拠点事業の検証を開始した。 

② 新たな支援体制の整備 

・ 大学 11 号館イノベーションセンターの稼働により、企業との共同研究体制を強化

した。 

・ 医工共創のための体制整備を開始した。 

③ 有用性検証と社会実装 

・ 健康リテラシーの向上にむけた健康イベントを年 2 回開催した。 

Ⅲ. 地域中核・特色ある研究大学整備事業の推進 

① 精神・神経疾患における知が混ざり合い、知が生まれる次世代ラボラトリーの建築 

（提案大学：藤田医科大学、連携大学：浜松医科大学、参画機関：生理学研究所） 

・ 生理学研究所、浜松医科大学、名古屋大学、奈良先端科学技術大学院大学、国立精

神・神経医療研究センター、岐阜薬科大学との研究協力体制を構築した。 

・ 国際・国内シンポジウムを通して近隣大学・研究所との連携を強化した。 

② 糖鎖生命コア研究拠点 

（提案大学：岐阜大学、参画機関：藤田医科大学、三重大学、岐阜薬科大学） 

・ COMIT シンポジウムにて、「治療抵抗性がんに対する新たな治療戦略」をテーマ

に講演をおこなった。 

Ⅳ. スタートアップ支援と環境整備 

① フジタ TT インパクトファンド 1 号運営支援 

・ 大学発ベンチャーに関する規程見直しを実施した。 

・ 出資先候補 20 件以上のデューデリジェンスを実施した。 

・ 出資先候補との NDA 締結、社長面接を実施した。 

・ 投資委員会を開催し、4 社へ出資を実行した。 

② 年間 2 件のベンチャー起業 

・ 起業シーズ 2 件について研究予算獲得に成功した。 

・ GAP ファンド STEP１に国際再生医療センター、バイオリソースの 2 件が採択さ

れた。 

・ GAP ファンド STEP1 の 1 次、2 次審査を実施した。 

Ⅴ. 各分野（センター）における新たな研究の推進 

① ヘルスデータアーキテクチャーセンター 

・ データ二次利用連携基盤の構築として、電子カルテマスタのうち、検査、薬剤の

標準コード化を実施した。 

・ ２文書、６情報の FHIR 化を実装した。 

・ セキュリティアセスメントを実施し、結果を基にスコア３をめざし改善に着手し

た。 

・ 認証統合は対象 38 システム中 18 システムが完了した。残り 20 システムはシス

テム更新時に対応を予定している。 
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② 国際再生医療センター 

・ CD38, CD47, ISLR（Meflin）抗原を対象にした CAR-T 細胞の作成に成功し、い

ずれも培養がん細胞を用いた細胞障害活性を明らかにした。 

・ 抗 CD38CAR-T 細胞についてはマウス移植腫瘍への抗腫瘍活性も明らかにした。 

③ 精神・神経病態解明センター 

・ 文部科学省「地域中核・特色ある研究大学の連携による産学官連携・共同研究の

施設整備事業」にて幹細胞・オルガノイドラボ、バイオインフォマティクス/デー

タサイエンスラボ、オープンラボ、バイオケミストリーラボを整備した。 

・ 国際シンポジウム「Fujita International Symposium on Brain Science 2023」、国内

シンポジウム「地域中核・特色ある研究大学 合同シンポジウム 」を開催した。 

④ がん医療研究センター 

・ がんゲノムデータを用いて大腸がんおよび前立腺がんの予後予測を可能とするパ

ラメーターを見出した。 

⑤ 感染症研究センター 

・ 研究部門（AMR・抗酸菌創薬）の開設準備を完了した。 

・ RCT（CEFMEC 試験）を開始した。 

⑥ オープンファシリティセンター 

・ 2 光子型共焦点レーザー顕微鏡、創薬スクリーニング設備を導入した。 

・ 個人対象の機器セミナー・研究相談・支援を強化した。 

・ LSI メディエンスと連携して研究支援（質量分析）を開始した。 

⑦ 産官学連携推進センター 

・ 大学 11 号館イノベーションセンターの稼働を開始した。 

・ 大学 11 号館 4F に医工共創センターの設立を予定している。 

・ 名古屋工業大学との連携を確立し、社会実装を加速させた。 
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 9  藤田医科大学病院(第 1 教育病院) 

【医療・福祉】 

Ⅰ. 常に安全で質の高い先進的な医療を提供 

① 当院独自のがんゲノム医療の実践 

・ 2023 年 10 月より Guardant360 CDx（Liquid biopsy)、GenMineTOP の 2 種類の

がん遺伝子パネル検査を導入した。 

・ がんゲノム医療拠点病院に準ずる「エキスパートパネル実施可能連携病院」が新

たに設定され、2024 年 5 月に承認予定で準備を進めた。 

② 最先端医療の充実、低侵襲手術の充実 

・ 高難度、ロボット支援手術の拡充として、新たに経膀胱、縦隔腫瘍に対して、ロボ

ット支援手術を実施した。 

・ ダビンチ Xi３台、ダビンチ SP１台、hinotori１台に加え、Hugo１台を導入し、手

術支援ロボット６台体制で 2022 年度を上回る年間 968 件の手術を実施した。 

・ 外科医のスキルアップと教育、トレーニングを目的にメドトロニック・サージカ

ルエクスペリエンスセンターを開設した。 

・ 腸内細菌遺伝子マーカー診断技術の推進のため、複数の特許出願を達成した。複

数のプレバイオティクス、プロバイオティクスを使った複数のヒト介入試験を実

施し、通常治療に対するアジュバンド効果を得ることができた。 

③ セラノスティクスセンター計画の推進 

・ 2024 年 5 月の FDG 製造開始に向け、PET 薬剤の院内合成、品質に関する承認申

請の準備を進めた。 

・ 内用療法（核医学治療）やがん診断薬合成のための検討・準備を進めた。 

Ⅱ. スマートホスピタル化実現による診療の効率化と業務改善 

① 搬送用ロボット導入による医療者負担軽減や業務効率化 

・ 実証実験をおこない、14 病棟においてサービスを開始し、医療従事者の業務削減

を実現した。 

② 人工知能(AI)を用いた新たながん診断システムの確立 

・ 生成 AI を用いた退院サマリ自動作成の可能性について、実証実験を施行し一定の

評価が得られたため、2024 年度実用に向け検証を継続することとした。 

③ 業務システム・医療データのスマート化 

・ 入退院センターや一部診療科にて問診システムを稼働開始、紹介状やお薬手帳の

OCR 化について、2024 年 10 月より全診療科にて運用開始し、業務効率化を図っ

た。 

・ 電子カルテ端末から NCD・J-OSLER サイトへのアクセス可能となる環境を整備

した。 



 

 

 

23 

 

 

・ 電子カルテマスタのうち検査・薬剤マスタを標準化し、2 文書・6 情報の FHIR 化

を実装した。 

・ 2 次利用連携プラットフォームを通じた PHR との連携の実証を開始した。 

・ 転院調整の効率化、病床回転率の向上をめざし、後方連携システムの導入に向け

て検証を開始した。 

・ 医事統計書類の作成過程の自動化をおこない、医療事務業務の効率化を推進した。 

④ 安全性の高いセキュリティ基盤の構築 

・ 2023 年 11 月に、情報部門において ISMS 認証を取得した。 

・ 米国 CISA 基準をベースとしたゼロトラストアセスメント結果を基に、ガバナン

ス強化、認証統合、特権 ID 管理を実施した。 

 

【社会貢献】 

Ⅰ. 基幹災害拠点病院としての責務を果たすべく南海トラフ地震に備えた医療提供体制の構築 

① 基幹災害拠点病院機能の充実 

・ 緊急事態が発生した場合での病院機能継続のための体制と行動計画を事業継続計

画（BCP）に追加した。 

② 重篤救急患者の救命医療をおこなうための高度な診療体制整備 

・ 2024 年 2 月よりドクターヘリ運航開始予定のところ、1 月 5 日より能登半島地震

支援関連目的に限定して供用開始した。 

・ 医療的ケア児やその家族に対するチームを構築し、支援を推進した。 

 

【研究】 

Ⅰ. 基礎研究・臨床研究の推進 

① リサーチマインドの育成と臨床研究の推進 

・ 「橋渡し研究支援人材統合教育・育成センター」と協調して、次世代の医師およ

び医師以外の橋渡し研究支援人材の教育・育成を担うために、臨床研究担当者会

議や橋渡し PM セミナーを実施した。 

・ 橋渡し研究シーズ探索センターや産官学連携推進センターと連携して、臨床研究

を推進した。 

・ 細胞治療・骨髄移植に関連した臨床研究のために、基盤を整備した。 

② テクノロジー活用の活動支援システム・機器開発 

・ スマートホスピタル推進センターと協調して、支援システムや機械（運搬ロボッ

ト等）の実証をおこなった。 

③ グローバルでの競争を意識した次世代研究の推進 

・ 治験保管書類の電磁化や中央一括審査の体制整備をおこなった。 

・ 分散型臨床試験が実施可能となる体制を整備した。 
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【教育】 

Ⅰ. 働き甲斐のある職場環境づくり 

① ホスピタリティ・接遇の向上 

・ 多職種合同挨拶運動の実施に加え、職員双方向のコミュニケーションを活発させ

るための取組みを展開した。 

・ 職場環境改善委員会主体で、他職種間による他者評価を実施し、病院全体で取組

みを推進した。 

② ワークライフバランスとジェンダーギャップの改善 

・ 労働時間短縮計画の見直しをおこない、過重労働の防止を推進した。 

③ 多職種タスクシフティングによる業務効率化・業務改善の推進（働き方改革への対応） 

・ 新たなタスシフトとして、院内助産の開設および ER 外来での代行入力の導入を

おこなった。 

・ ER 外来での診察待ち時間短縮の評価をおこない、更なる患者満足度向上に努めた。 

・ FNP（藤田ナースプラクティショナー）を 33 名、特定看護師を 38 名の配置を実

現し、院内において横断的に活躍の場を広げ、業務拡大をおこなった。 

④ 高い臨床力を持ち、“藤田スピリット”を継承する医療人の育成 

・ 特定看護師 13 名が研修修了し、年度末で 38 名の特定看護師を育成することがで

きた。 

・ 看護師特定行為区分研修修了者の多勢輩出のため、年間 70 名の研修修了が可能な

カリキュラムを構築した。 

 

【経営】 

Ⅰ. 病院経営のための財務基盤の確立 

① 手術件数の継続的増加 

・ 中央手術室 23 室とデイサージャリーセンター2 室の有効活用を推進し、年間

14,623 件を実施した。 

② 予算達成に向けた各種取り組みの実践 

・ 適正なベッドコントロールによる病床運用により、病床稼働率 98％を達成し、高

稼働を維持できた。 

・ 地域医療の連携強化を目的とした地域に根差した活動を推進し、紹介患者を増加

させた。 

・ 後方医療連携システムを開発・導入準備や電子カルテ内での MSW 介入状況の院

内共有化を実現し、平均在院日数の短縮を図った。 
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 10  藤田医科大学 ばんたね病院(第 2 教育病院) 

【医療・福祉】 

Ⅰ. 病院機能整備の拡充と円滑な病院運営 

① 新 A 棟の竣工(2023 年 8 月) 

・ 2023 年 8 月に新 A 棟が開棟し、地域の透析医療のニーズに応えるべく透析セン

ターを新設した。また、増室した新手術室では整形外科・消化器外科・泌尿器科・

婦人科領域でのロボット支援下手術、さらに、脳神経外科領域における低侵襲内

視鏡下手術で使用し、順調に稼働している。外来についても、内科・眼科・小児

科・救急外来を開設し、特に救急外来での重症患者の受け入れを強化した。 

② 手術件数増への取り組み 

・ 手術部委員会にて、手術室増室後の効率的な運用を検討し、手術件数増加に向け

麻酔科医の増員および積極的に FNP の教育・実践を推進した。また、手術支援ロ

ボット「ダビンチ Xi」を導入し、主要外科領域にて低侵襲手術の推進が図れた。

加えて、手術室への薬剤師配置、ME 管理室による手術室機器(麻酔器・手術医療

機器)管理介入を開始すると共に術前外来看護師を増員し、手術件数は年間 4,192

件実施した。 

③ 機能整備Ⅱ期(C 棟)、Ⅲ期(E 棟)計画の立案 

・ 次期改修工事計画の立案を進めることができた。 

④ 患者視点でのホスピタリティの向上 

・ ホスピタリティ向上のため、患者さんの意見を参考に、病院正面総合案内にコン

シェルジュを配置した。 

Ⅱ. 連携施設の拡大と信頼関係の強化 

① 透析患者獲得 

・ 血液浄化センター稼働に合わせて、患者獲得のため医療機関訪問を積極的におこ

ない、広報活動を強化した結果、過去最多の透析件数(年間 3,941 件)を達成した。

また、血液浄化センタースタッフ教育を 2022 年度に引き続きおこない、人材育

成・人材定着を推進した。 

② 紹介患者数の増加 

・ 紹介患者数増加に向けて、積極的に医療機関訪問医師の同行を増やし、近隣医療

機関と顔の見える交流をおこない、過去最多の紹介患者数(年間 14,574 件)となっ

た。 

 

【社会貢献】 

Ⅰ. 地域や社会のニーズに応える体制の構築 

① 救急機能の体制充実 

・ 総合診療科医師との連携、急性期脳卒中症例の受け入れ促進および ICU を含めた
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病棟の適切なベッドコントロールと救急機能体制を充実し、過去最多の救急車受

け入れ台数を達成した(年間 5,175 件)。救急紹介（ウォークイン含む）も、年間

1,248 件と計画を上回った。 

② 拠点間連携を含む災害対策の確立 

・ 災害対策委員会を中心として、BCP の改訂をおこない、それに基づいた災害訓練

を実践できた。 

 

【教育】 

Ⅰ. 働きがいのある職場環境の改善 

① 藤田らしい接遇の向上 

・ 職員教育として、患者サービス委員会が中心となり職員による挨拶運動の実施、

接遇向上に向けたマナー講座および院内ラウンドをおこない接遇向上に取り組ん

だ。 

② ワークライフバランスの改善 

・ 業務効率化および働きやすい職場環境の実現として、働き方改革推進委員会にて

医師・看護師からコメディカルへのタスクシフティングを推進した。各病棟にク

ラークを配置し、医師・看護師の業務削減を図り、負担軽減を促進した。また、

「院長・多職種と語る会」を 3 回実施し、若手医師と直接意見交換をおこない、

勤務環境の改善に取り組んだ。 

③ 職場満足度の向上 

・ エンゲージメント調査の結果を受け、休憩室の整備や企業型保育園「ココロネ保

育園」と共同利用の契約締結し、優先して保育園を利用できる体制を構築した。 

Ⅱ. 病院経営教育 

① 経営改善のため、各現場からボトムアップ提案、職員教育、研修実践 

・ 病院経営改善に向け、事務職員の経営意識を強化するため研修会を実施し、学会

での発表をおこなった。 

 

【経営】 

Ⅰ. 病院経営における財務基盤の持続的確立 

① 地域がん診療連携拠点病院指定要件の達成に向けて件数確保 

・ 拠点病院指定に向け、院内体制を強化し、院内がん登録件数は年間 557 件、悪性

腫瘍手術は年間 298 件、がん薬物療法延べ患者数は 870 件と 2022 年度より増加

した。次年度に向けて、緩和ケアチーム加算の届出を準備している。引き続きが

ん患者獲得に向けて広報活動を強化していく。 

② 2024 年度の機能評価係数Ⅱアップへの取り組み 
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・ 紹介入院、救急入院の増加および平均在院日数の短縮により、効率性、カバー率、

救急医療係数が増加し、さらに、臓器提供を実施したことで地域医療係数も増加

した。 

・ 患者利便性向上のため、2024 年 2 月より院内処方増加に向け、一部診療科から院

内処方に切り替えをおこなった。2024 年 6 月より、各科で院内処方を増加する体

制に変更を予定している。 

③ 予算達成に向けた各種取り組みの実践 

・ 看護部と事務部が中心となり、病床運用およびベッドコントロール体制の強化を

おこない、病床稼働率は 95.9％、入院患者 354.9 名で過去最多となった。新 A 棟

稼働に合わせて、ロボット支援手術を推進し、手術件数は、過去最多の 4,192 件

（入院のみ）を達成した。 

 

 

 11  藤田医科大学 七栗記念病院(第 3 教育病院) 

【医療・福祉】 

Ⅰ. 総合的がん治療の実施、緩和におけるテーラーメード治療の確立 

・ 夜間・休日の緊急入院受け入れ、更に患者さんの利便性を図り休日の予定入院を

おこなうよう体制を整えた。また近隣病院（遠山病院）に緩和ケア外来を創設し、

入院相談を実施することで入院前の患者面談を省いたスムーズな入院患者獲得に

結びつけることができた。 

・ オピオイドの大量使用患者の特徴、チトクローム P450 の遺伝子多型の検討につ

いて成果をまとめ、各学会や論文にて終末期栄養管理の重要性について報告をお

こなった。 

Ⅱ. リハビリテーション医療の特色の強化 

・ ロボットやデータベースシーティングなどの研究をおこない、ロボット、栄養、

シーティングについて学会・論文発表をおこなった。また自動車運転支援のリハ

ビリは、ホームページに掲載し専門外来の窓口を明確化した。 

・ 産学連携で共同開発したリハビリテーション支援システム（TAK リハ支援システ

ム）の導入、運用を開始した。 

Ⅲ. 内科診療の維持と認知症対応 

・ 内科医師数の確保は実現しなかったが、内科的合併症の急性期対応への院内協力

をおこない、診療全般において、改善が必要な事項について整備し、一般病棟の

質を改善した。 

・ 三重大学附属病院認知症センターの事例検討会等を通し、認知症地域診療ネット
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ワークへの参画をおこなった。認知症の人と家族の会が主催する認知症カフェに

参加し、世話人に対し MCI など専門的な支援方法の提案をおこなった。 

Ⅳ. 歯科口腔環境の維持向上と地域ニーズの提供 

・ 入院早期に口腔検診をおこない、データベースおよびカルテを活用することで歯

科受診につなげ、患者・家族の歯科ニーズに対応した。歯科医師会の会員に対し

病院実習を開催し、口腔ケアや嚥下内視鏡検査などの知識向上に貢献できた。医

学生、歯科衛生学学生、薬剤学学生、栄養学学生、看護学生、リハビリ療法士学生

などに対し、回復期リハビリテーション病棟や緩和ケア病棟での口腔や栄養に関

する問題について啓発、教育をおこなった。また地域住民への講義により地域の

口腔リテラシーの向上にも関与できた。退院後の患者さんやディサービスの利用

者へ外来での歯科医療を一定数提供した。 

 

【社会貢献】 

Ⅰ. 地域連携強化と地域貢献 

① 行政との協定に基づく教育を含む地域啓発活動 

・ 津市との包括協定による活動を継続し、三重県立看護大学との包括協定を新たに

締結した。今後も活動の場を広げていく。 

② 臨床各科・部と入退院支援課・訪問事業部との連携による在宅医療、急性期病院との

共同活動 

・ MSW による急性期病院（伊勢赤十字病院、鈴鹿中央総合病院、鈴鹿回生病院）へ

の定期訪問、松阪中央総合病院への不定期訪問を実施した。訪問時に使用する緩

和ケア科の紹介文を作成し、当院の緩和医療の専門性について広報をおこない、

さらに津市内在宅医訪問を開始した。 

・ リハビリテーション科では医師派遣を津市、松阪市、鈴鹿市など既存の地域の継

続に加え、伊賀市にも拡大させた。 

③ 災害時の体制整備と地域連携の明確化 

・ 要支援認定者等に対して、災害時の避難方法の検討など必要に応じて支援した。

また院内防災訓練、新採用者へ防災研修の実施を継続すると共に、地域貢献を見

据えた災害時の対応として、新たに看護師 1 名、介護福祉士 1 名の防災士を育成

した。 

・ 専門性を活かした地域連携の強化として、転院時の看護師同行を緩和ケア病棟を

中心に実施、専門・認定看護師と訪問看護師との同行訪問を緩和に加え、摂食嚥

下にも拡大実施した。また情報提供書（ACP）および連携システムを検討し、三

重大学病院との間で導入・実施した。 

・ 七栗どこでもまちかど保健室の認知度が上がり、地域講演会や出前講座での活動

を継続し、地域のお祭りなどへの出展等、活動を拡大した。 

・ 訪問栄養食事指導を開始した。 
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・ 津市教育委員会への働きかけをおこない、管轄する小中学校や近隣の高校と連携

し、授業の一環として、医療職についての講義やインターンシップの受け入れを

実施した。 

・ 榊原地域・地域脳神経クリニックと連携した「くつろぎ温泉七栗脳ドック」の運

用を 10 月より開始した。実績は 41 件となっている。 

④ 地域未来ビジョン参画 

・ 訪問事業部、地域包括支援センターを中心に津市大門丸之内地区との連携による

ブース出店、出前講座の実施等、地域未来ビジョンに参画し、地域での健康相談

等を実施することで、地域ニーズの共有を図った。グループホームへの出前講座

を訪問事業部と看護部で協同実施した。医療保険を使った個別支援を拡大した。

また久居包括支援センターが主催する地域ケア会議に出席し民生委員や自治会、

警察、消防、医師会の代表と連携した。「久居みんなの事例検討会」も新たに発足

した。 

 

【教育】 

Ⅰ. 働き方改革と対策 

① 週休二日制導入による影響と対策 

・ 医師の長時間労働対策での水準が、A 水準であり、それを継続する為、タスクシ

フト・シェアの WG を立上げ、対策に取り組んだ。（委員会の見直し、電子カルテ

入力・レセプト作業の一部代行等を実施） 

・ 事務部内でのタスクシェアを進め、効率的な業務実践で余剰時間を生み出し、事

務員によるタスクシフトを更に進めていく。 

② タスクシフト/タスクシェアリング 

・ 外来での臨床検査技師による採血・末梢輸液実施体制の整備をおこなった。 

・ 薬物血中濃度の測定を薬剤師がおこない、医師へフィードバックする処方支援体

制を構築。薬剤師による事後処方の代行オーダーの運用を実施した。 

・ 読影補助体制では、全例の CT、MRI について技師による画像検討会を実施、STAT

を含む所見報告を 157 件おこなった。 

・ リハビリテーション部による電子カルテへの評価データ入力について、データの

汎用性、残業時間を考慮しデータ保管（デジタル・アナログ）とデータ入力のタス

クシフト先を検討。役割を明確化し、専門スキルのクリニカルラダーの叩き台を

作成した。専門業務に専念するため、タスクシフトできる業務を整理した。 

Ⅱ. 教職員育成(学生・職員の教育体制) 

① やさしい医療の提供を実現する医療人の育成 

・ 新規採用者に、学び箱研修・対面方式での接遇教育を実施すると共に、直接指導

をおこなった。また接遇ワーキンググループを発足、各病棟接遇リーダーを育成

し、接遇教育の継続をおこなった。さらに各病棟接遇リーダーを中心とした部署
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単位での接遇と身だしなみ評価を実施。接遇リーダーによる評価分析、改善活動

を実施するなど定期的な評価も実施した。 

・ 全職種（病院長・事務部長・看護部長も加わり）が 1 ヶ月単位で挨拶運動を実施、

患者満足度の調査での患者対応に関する評価が上がり、患者満足度の向上にもつ

ながった。 

② 専門性が発揮できる働きがいのある職場づくり 

・ タスクシフト/シェアプロジェクトを新たに立ち上げ、取り組みを開始した。各病

棟単位で医師の業務削減を目的に業務の見直しを多職種と協働して 5 項目実施。

さらに業務改善できることを抽出し、看護部のワーキンググループで展開した。

リハビリテーション部実習生によるアルバイトを導入し、診療補助業務の一部移

行をおこなった。また栄養指導、薬剤管理指導について、入院患者指導算定件数

は前年比の 1.5 倍に増加、薬剤師や管理栄養士が関わることで医師の負担軽減が

図れている。リハ機器の適応を判断するフローチャートを作成し、使用実績は昨

年比 143％増となった。 

③ 質向上に向けた人材育成と研究の促進 

・ 特定看護師・認定看護師・学会認定看護師の継続的な育成と活用をおこなった。

（特定看護師 1 名、回復期リハ看護師 1 名、介護福祉士アセッサー2 名育成） 

・ 社会実装看護研究について学会発表をおこない、更なる取り組みを継続中である。

また三重県内大学との研究取り組みとして、三重県立看護大学研究 5 題の支援を

受け、次年度学会発表に向け、研究継続中である。 

・ 企業との調査研究の取り組みとして、２企業と業務改善、医療の質向上に関する

調査研究への取り組みを実施中である。専門スキルのクリニカルラダーの叩き台

を作成した。また大学教員と連携して管理職を対象とした卒後 OSCE の勉強会を

開始した。エキスパートを明示していく足掛かりとして部内独自の資格認定を設

け有資格者ファイルを作成した。 

・ 認定鍼灸師の更新をおこなうと共に、学会、勉強会で得た知識、技術を取り入れ

実践することで治療の質向上に努めた。 

・ 緩和ケア（専門・認定看護師）に関して、月 1 回、社会実装看護創生研究センタ

ーの教員も交え、研究や症例検討を実施した。専門・認定看護師、介護福祉士は院

内教育研修の講師となり研修の進め方等、検討や相談を実施している。訪問事業

部（看護師・介護福祉士・リハビリ療法士）と同行訪問や合同研修会、振り返り

会、管理者ミーティングを実施し、人事交流による人材育成をおこなった。 

・ 新たにセル看護提供体制を導入した。また４病院共通の教育方針で展開し、研修

等実施ができた。 

・ NST、緩和医療の教育施設として、藤田他拠点の薬剤師の受け入れを開始した。 
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【経営】 

Ⅰ. 戦略企画 

・ 地域連携パスや市民公開講座、地域の活動を通して院外のリハ関連職種と三重大学

病院との連携に関するカンファレンスの実施（回復期３回、緩和ケア７回）、オン

ラインの活用による退院支援においてケアマネジャーや地域の介護施設との連携

の定常化等、共同作業をおこなった。また急性期病院（鈴鹿回生病院）との相互研

修を実施することで円滑な転院患者受け入れに繋がった。 

・ 効率的な入院調整を図る為、新規３病院（伊勢赤十字病院、鈴鹿中央病院、三重大

学病院救急科）を含め、FAX 入院予約を拡大した（年間 362 件）。 

Ⅱ. 訪問事業部黒字転換計画 

・ 訪問事業部および地域包括支援センターは、単年度赤字であり、特に地域包括支援

センターは委託事業であるため、黒字化が難しい。両部門を合わせて黒字化を図る

ため、人員不足の解消に向け対策を実施した。また地域包括支援センターについて

は、津市へ委託費増を働き掛けている。 

・ 七栗校地再開発計画が今後進められると考えられ、設備投資に係る費用を自ら得て

いく必要があり、更なる経営改善が重要である。 

・ 訪問看護事業所の 3 箇所目の設置を検討したが、まずは現拠点での黒字化を目標と

し、人員確保・利用者確保対策をおこなった。訪問リハビリテーション事業所は介

護報酬改定の動向とともに次年度設置検討とする。 

・ 事務職員の業務整備および人員確保をおこない、訪問看護師との連携強化が図れて

いる。ケアマネジャー免許取得者 1 名の排出やリハビリテーション部と共同の人材

育成もおこなった。また、療法士がケアマネジャー免許を取得し、実務を実施した。 

 

【その他】 

Ⅰ. 広報活動計画 

・ 地域連携部を中心に急性期病院への訪問を積極的におこない、コミュニケーション

も図られている。先方の要望も可能な範囲で対応した。地域との関係は、津市の委

託事業、市民を対象とした研修会、地域の催し物への参加など積極的に実施した。

また地域の小学校との交流や高校との交流を積極的におこない、地域に必要な医療

機関として今後も活動範囲を広げていく。担当圏域のケアマネジャーに対して、訪

問看護や訪問栄養指導などに関する研修会を実施、間接的に訪問事業部のサービス

周知をおこなった。またリハビリ専門職がケアマネジャーと同行訪問することで利

用者へのニーズ対応を高める施策を市に提案したが、他の包括センターとの均一化

ができないとの指摘で実施は継続できず、方法を再検討することになった。 

Ⅱ. 患者・教職員による取り組み 

・ 患者満足度調査、ご意見箱、職場懇談会やエンゲージメント調査から得られた意見

への対応をおこない、環境改善報告をおこなった。 
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 12  藤田医科大学 岡崎医療センター(第 4 教育病院) 

【医療・福祉】 

Ⅰ. 質の高い先進的な医療を提供 

① 先進的な低侵襲医療の充実 

・ 低侵襲手術・がん治療を軸とした安全で質の高い高度急性期医療の拡充として、

内視鏡手術支援ロボット「ダビンチ」と国産手術支援ロボット「hinotori」の 2 台

体制による運用を推進し、低侵襲ロボット手術件数は 2022 年度を上回る年間 345

件実施した。  

・ 循環器内科、脳神経外科領域ではカテーテル手術の強化にも取り組み、2022 年度

を上回る年間 370 件実施した。 

② 医師が集まる診療・手術の研究拠点整備 

・ 高度な技術を習得するための環境整備として、心臓血管外科手術の拡充をおこな

った。 

・ 他施設、企業との共同研究にも取り組み、外科と消化器内科で新規 2 件の研究を

実施している。 

・ 低侵襲手術方法の開発として、脳神経外科では「軟性鏡下脳室内血腫除去術の際

の血管造影カテーテルの使用」を進めている。 

③ 手術体制強化に向けた麻酔科医の増員 

・ 安全で質の高い手術体制の強化に向けて、更なる麻酔科医の増員に努めている。 

 

【社会貢献】 

Ⅰ. 災害拠点病院としての地域医療機関との災害連携による医療提供体制の構築 

① 災害拠点病院機能の充実 

・ 病院の立地環境および職員の通勤状況に合わせて事業継続計画書(BCP)を改訂し、

病院機能の維持に向けた体制の改善に努めた。 

・ 岡崎市・幸田町・岡崎市民病院による、地域と連携した広域災害訓練に参加した。

現地へ地域災害コーディネーターを派遣し、院内で EMIS 情報をリアルタイムに

更新するなど、本番を想定した情報共有体制の確認をおこなった。 

・ 職員に対する災害発生時の安否確認訓練を実施し、緊急時の連絡体制を確認する

とともに更なる防災意識の向上に努めた。 

② DMAT 指定医療機関に向けて(2023 年 3 月指定) 

・ DMAT 指定医療機関として、各種研修会や訓練に参加し体制強化に努め、災害時

に直ちに派遣できる体制を整備した。能登半島地震の際にも発災後直ちに準備し、

翌日より 2 チーム（延べ 8 名）の人員を現地へ派遣した。 

［研修、訓練の参加状況］ 

・ 愛知県災害コーディネーター研修（2 名参加）、技能維持研修（２名参加） 
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・ 政府主催訓練（４名参加）、中部ブロック訓練（４名参加）、緊急消防援助隊愛知県

大隊合同訓練（４名参加） 

［災害派遣実績］ 

・ 能登半島地震での DMAT 隊派遣 

派遣期間： 2024 年 1 月 2 日～1 月 9 日、1 月 23 日～1 月 27 日 

派遣場所： 石川県  人数： 8 名 

内容  ： 愛知県からの要請にて避難所救護活動等を実施（本院との

DMAT 合同チームとしても活動） 

Ⅱ. 地域医療支援病院としての医療・介護・福祉施設との連携による藤田岡崎モデルの構築 

① 地域医療支援病院機能の充実 

・ 地域の医療機関をサポートする活動として、検査機器等の共同利用を推進。年間

77 件実施し、目標件数を達成した。 

・ 患者さんのニーズに応える体制として、2023 年 8 月より検診精査目的の予約環境

を整備。年間 62 件実施し目標件数を達成した。 

・ 地域医療全体の質の向上活動の一環として、当院の専門的治療や取り組み内容を

紹介しながら、ともに学ぶことを目的とした地域医療支援研修会を開催した。 

（年間 12 回） 

② 地域医療機関および地域住民への情報発信 

・ 当院をより深く知っていただくための広報活動として、広報誌の内容を刷新し、

医療者向けに特化した地域医療機関向け広報誌「ニュースレター」（年 4 回発行）

のリニューアルと、患者目線を重視した地域住民向け広報誌「ふじたおかざき」

の新規発刊をおこなった。（年 2 回発行） 

 

【教育】 

Ⅰ. 職場環境づくり 

① 働き方改革の推進構築 

・ 医師が健康的に働ける環境整備を進め、労務管理を徹底し、時間外労働規制水準

に従い労働時間の短縮を図った。 

（勤務間インターバル・代償休息、長時間労働面談の実施等） 

② ワークライフバランスの構築 

・ 医師がより専門性を発揮できる環境整備に向け、医師事務作業のタスクシフトを

推進し、外来での検査予約業務のセンター化導入に取り組んだ。 

・ 医師の当直業務の負担軽減に向け、タブレット PC による遠隔診療体制の構築を

検討し、一部の診療科より段階的に運用を開始した。 

③ 接遇の向上 

・ 全職員参加あいさつ運動を継続的に実施し、接遇の向上に繋げた。 

・ 職場環境改善委員会にて身だしなみチェックを実施した。また、職員同士が接遇
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への努力や成果を認め可視化することで、更なる接遇向上へのモチベーションア

ップに繋げた。 

④ 職場満足度の向上 

・ エンゲージメント調査を継続的に実施し評価結果を各部署にフィードバックする

ことにより、自部署の改善すべき点を共有し、病院全体で職場環境の改善に繋げ

ている。 

Ⅱ. 患者・教職員に関する取り組み  

① 安心安全で優しさを兼ね備えた高度な医療の提供をする医療人の育成 

・ 基幹型臨床研修病院として指定を受け臨床のみならず、教育・研究にも積極的に

取り組んでいける人材育成の体制構築をおこない、2023 年度は 2 名の定員を満た

した。 

② 患者サービスの向上 

・ 患者さんからの意見や要望を幅広く聴くための取り組みとして「ご意見箱」を設

置し、患者目線での課題収集と改善に努め、車いす設置場所の増設や院内サイン

の見直しなどの環境改善に取り組んだ。 

・ 外来・入院患者を対象としたアンケート形式による患者満足度調査を実施し、接

遇や療養環境の改善に繋げた。 

・ 2023 年 8 月より病院ボランティアを導入し、患者さんに対するきめ細かいサービ

スや外来アメニティの改善に繋げた。 

 

【経営】 

Ⅰ. 病院経営、財務基盤の確立 

① 経営基盤の持続的な安定 

・ 救急医療体制の充実と医師・看護部の協力体制によるベッドコントロールにより

年間を通じて 100％を超える病床稼働率を達成した。 

・ 手術件数は心臓血管外科や耳鼻咽喉科で 2022 年度を大きく上回り、また、低侵襲

手術の推進により「hinotori」による手術件数が 80 件へと増加した。 

(昨年比 +64 件)  

・ 地域のニーズに合わせて土曜日の診療体制を強化し、外来患者数の増加に繋げた。 

② DPC 病院に向けて(2024 年 6 月～DPC 標準病院群に指定予定) 

・ 医療の標準化に向けた院内の教育活動を強化し、全職員向け講習会や勉強会を開

催し DPC 導入に向け準備をおこなった。 

③ 救急車受け入れ件数の増加に向けて 

・ 病院全体で救急受け入れ体制の維持・強化に努め、7,917 件の救急車を受け入れ、

西三河南部東医療圏のみならず近隣医療圏の救急医療に貢献した。 

④ 地域医療機関との更なる連携強化 
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・ 地域の紹介患者の更なる受け入れに向け近隣医療機関への訪問活動を強化し、医

師が直接近隣医療機関へ訪問し診療科の強みを説明する取り組みをおこなった。 

・ 医療機関からの円滑な診療予約の取得をめざし、Web から直接予約できる環境を

整備し医療機関の負担軽減に繋げた。（新規導入：25 施設） 

 

 

 13  藤田医科大学東京 先端医療研究センター 

【目的】 

日本の玄関口、羽田に日本の先端医療の拠点を創り、世界に発信する 

① 再生医療、遺伝子診断などの新しい分野の医療技術を研究開発 

・ 各診療科において再生医療を中心に企業と共同研究を実施。経産省補助金を獲得

するなど基礎研究から臨床までの社会実装に向けた体制構築と推進に取り組んだ。

今後は川崎殿町との連携をさらに強化するなど、新たな分野での医療技術の発展

に向けた研究を実施していく体制を構築していく。 

② 国内外の患者さんに対して日本発の最先端医療を提供 

・ 国内、インバウンドの患者さんに向けて、自費診療ならではの治療や保険適応外

の最先端医療を推進。開業後もさらなる診療メニューの拡充を図った。 

③ 精密健診と科学的生活指導を実施(活動長寿プログラム) 

・ 最先端の医療機器や技術を駆使した精密健診を実施。活動長寿プログラムについ

ては提供に向けた体制の構築とプログラムの推進を図った。 

 

【社会貢献】 

Ⅰ. 新しい医療の開発を通じて、全ての人類の健康の維持に貢献 

① 先端医療に積極的に取り組み、エビデンスを蓄積 

・ 角膜・網膜再生医療の提供に向けた体制構築や高度生殖医療、再生医療の実施、

立位 CT の活用など高性能な放射線機器による画像診断、最新機器によるリハビ

リ等、自由診療を中心としたクリニックとしての強みを活かして先端医療に対し

て積極的な取組を実施した。 

② 日本発の医療技術を世界に提供 

・ 日本発の医療技術の提供に向けて各診療科でも豊明本院や企業と連携を実施して、

開発に向けた取り組みを実施した。 

Ⅱ. 日本の医療産業の活性化に貢献 

① 最新の機器を備えた羽田空港隣接地における日本製医療機器のショールーム 
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・ 4F テナントエリアにて企業のショールームならびに共同研究講座を設置した。

（シスメックス/メディカロイド、日立ハイテク、ダイダン、ロート製薬） 

② 羽田対岸の川崎市殿町に集積する慶應義塾大学、実験動物中央研究所、ライフサイエ

ンス関連研究開発企業等と提携・協力した、再生医療・遺伝子医療等の社会実装への

取り組み 

・ 慶応義塾大学と先端医療技術の社会実装に向けて殿町ジョイントラボでの協力体

制の構築を代表例として、殿町キングススカイフロントの各企業との連携を進め

ている。 

③ 多様化するニーズに応えるべく、現代医療のいっそうの多様化、質の向上に取り組み、

次世代医療の常識を創造 

・ 経済産業省「令和 4 年度第二次補正予算『再生・細胞医療・遺伝子治療の社会実

装に向けた環境整備事業費補助金』の事業として採択された。 

事業名：「東日本における再生・遺伝子細胞治療の社会実装基盤の構築」 

羽田クリニックを臨床における社会実装の場として次世代医療の常識を創造する

べく、事業の推進を図った。 

Ⅲ. 日本の医療制度改革に貢献 

① 保険診療に収まらない高度医療を国民が受診できる仕組みの構築 

・ 公的な保険診療の枠組みではカバーできない疾患に対して、適応外の遺伝子検査

や自由診療だからこそ提供できる医療を各診療科で提供し、幅広い方へのサービ

ス提供の実現と推進に取り組んだ。 

② 世界の先端医療を国内でも受けられるようにする取り組み 

・ 自費診療ならではの先端医療を各診療科にて積極的な導入を試みた。 

 

【医療】 

Ⅰ. 医療 

① エビデンスに基づいた革新的かつ高度な医療の実施 

・ 網膜色素変性症に対する遺伝子検査や、角膜移植、基礎研究に基づく不妊治療エ

ビデンスに基づく生活期における高容量リハビリや再生医療等の提供を中心に高

度な医療を実施した。 

② 自由診療、先端医療など幅広い医療を提案し、社会の多様なニーズへ応答 

・ 産婦人科（生殖医療）と整形外科において第 2 種再生医療５件の提供を開始した。

眼科では角膜・網膜再生医療の提供に向けた体制の構築を進めている。 

・ 「がんゲノム診療科」の開設に向け、がん遺伝子パネル検査を導入した。 

・ 従来の治療法に加え、基礎研究に基づく先端の授精・胚培養技術、再生医療など

も取り入れ、患者さんの気持ちに寄り添う「先端生殖医療」の提供に向け、医療機

器や培養室の設備を構築。体外受精や顕微授精の臨床を安全に遂行できる培養室

の体制を整備した。 
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・ 外来では治療の方針を決めるために、きめ細やかな初診の位置づけとして「相談

外来」を実施することで一人ひとりにあったソリューションを提供した。 

・ インバウンド患者に対して多言語対応を目的に各検査案内、説明文における中国

語対応の実施やベトナム語の検査指示を作成した。 

Ⅱ. 健診 

① 会員制健診センター 

・ FEC 羽田における会則や入会金・年会費等のハード面を確立しつつ、会員獲得に

向けた国内向けの営業活動を実施。また豊明の「国際医療センター」との連携も

強化。多様な健診コースの設計や腸内細菌叢メタゲノム解析や口腔ケアオプショ

ンの導入や疾患が発見された際にも、本院での専門医による治療を提案するなど、

さまざまな疾患に対しても対応することが可能となった。 

② 最新鋭の医療機器を用いた精密健診・検診の実施 

・ 内視鏡画像診断支援の AI システム「REiLI」や CANON および NEXUS 画像診断

レポート作成システムから、健診結果報告書を自動作成するシステムを導入。世

界に４台しかない立位 CT や Canon の国内最新機器を用いた MRI/CT、頭部・乳

房 PET「BresTome」を導入するなど最新鋭の医療機器を用いた精密健診・検診を

実施した。 

Ⅲ. 活動長寿 

① 健康な方、病気や身体に不自由を抱えている方、全ての人が幸福な生活を送るための

「活動長寿」の推進 

・ ４F に活動長寿研究センターを開設。「活動長寿プログラム」として各診療科の医

師を交えたプログラムの構築を実施した。 

② 運動、栄養・食、生活リズムを整えるための取り組み 

・ Wel walk,WPAL,CI therapy 等の先端機器や治療プログラムの提供を開始。 

・ 食・栄養の面では食育を通じた疾患予防に関する啓発活動の一環として、医師・

管理栄養士・シェフが連携した料理教室の開催を検討し、有名シェフ監修のもと

栄養価を計算した料理教室用メニューの作成を実施した。 

 

【研究】 

Ⅰ. 臨床再生医学講座および共同研究講座の設置 

・ ロート製薬との共同研究講座「再生・細胞医療開発講座」、「臨床再生医学講座」を

開設した。 

Ⅱ. 新規治療法の開発や創薬など医療の進歩につながる研究への取り組み 

・ 眼科での MSC を用いた抗炎症治療の基礎研究における AMED への申請や整形外

科における損傷半月板への ASC 移植の有効性、産婦人科におけるセミオートマチ

ックマイクロマニピュレーターの社会実装に向けた研究など各診療において医療

の進歩につながる研究を積極的に実施した。 
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Ⅲ. 再生医療の普及をめざした Reverse Translational Research の実施 

・ 整形外科における間葉系幹細胞の重要品質特性（CQA）の抽出、産婦人科（生殖

医療）でのヒト間葉系幹細胞に関する基礎実験など再生医療の普及をめざした研

究を実施した。 

 

【教育】 

Ⅰ. 再生医療および遺伝子治療領域の博士号取得をめざす医師、胚培養士など医療専門職の 

育成 

・ 羽田の医師による指導のもと、大学院生１名が博士号を取得した。 

・ 培養士認定試験官、培養士生涯研修プログラムへの参加を通して、胚培養士の教

育プログラムの醸成を図った。 

Ⅱ. 社会人大学院生による Regulatory Science の即戦力となる人材の育成 

・ 医療科学における修士と博士（後期）課程のカリキュラム案を立案し提案した。 

 

【経営】 

Ⅰ. 2023 年 10 月開業の実現 

・ 2023 年 10 月 2 日に羽田イノベーションシティ ZoneA での開業を実現した。 

Ⅱ. 経営の早期安定化への取り組み 

① 藤田医科大学東京 先端医療研究センター(FMIC Tokyo)のブランド構築 

・ 広報活動におけるコンサルティング業者との定期的な打合せ等を実施するなどマ

ーケティング戦略においても注力。また TV 取材を積極的に受けることで世間へ

の認知度向上をめざした。また知財戦略として商標登録を 4 件出願し登録を完了

した。 

② 国内外への情報発信 

・ 開業に向けたホームページや各診療科の紹介を含めたパンフレットを製作。エー

ジェント向けの説明会を２回実施。羽田クリニックにて提供している医療サービ

スに対する理解と認知度向上をめざした。 

③ 健診センターの会員獲得 

・ 国内営業は 11 月下旬より動き出し、金融業界、スポーツ団体へ営業を実施した。 

・ インバウンド営業はエージェント 142 社へ営業し、受け入れの対応をおこなった。 

④ 多様な診療メニューの構築 

・ 多様な健診コースの設計、オプションの拡充や再生医療の提供など自費診療でし

か提供ができない診療メニューを構築し、一部提供を開始した。 
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 14  地域包括ケア中核センター 

【医療・福祉】 

教育・研究事業 

Ⅰ. あらゆる地域の超高齢化に対応できる地域包括ケアと地域共生社会を構築 

・ 厚労省老健事業としての自治体支援の実施、および必要のある参加自治体への継

続支援を実施した。 

・ 自治体多職種合同ケアカンファレンスの実施、および多職種連携における職能団

体の活動支援を拡充した。 

・ 理学療法士に対して臨床認定カリキュラムを開講した。 

・ 住民への健康講座による意識づけ、健康状態の観察、および機器を用いた測定を

実施した。 

・ まちかど保健室の活動の周知を実施した。 

・ 地域リハビリテーション活動支援事業を実施した（豊明市、幸田町）。 

・ 短期集中 C 型訪問事業を実施した（豊明市、日進市、東郷町）。 

 

訪問看護事業 

Ⅰ. 健康寿命の延伸と療養支援を強化 

・ 緊急対応件数の分析および検討を実施した。また、ラクテート測定器の導入によ

る適正な救急搬送を実践した。 

・ 看護師、療法士のラダー作成、ラダーに合わせた育成計画の作成および教育計画

の見直しを実施した。 

・ 電子カルテ ICT 活用方法の見直しをおこない、全拠点共通の記録要項を作成した。 

・ 各拠点の BCP の策定を完了し、訓練を実施した。訓練実施後に修正点を抽出し、

ブラッシュアップを実践した。 

 

居宅介護支援事業 

Ⅰ. 自分らしい暮らしを継続支援するためのケアマネジメントの質を向上 

・ 各拠点にて BCP の作成、およびシミュレーションを実施した。 

・ 各拠点におけるケアマネジメントの質の向上のための事例検討会を開催した。 

・ 高齢者虐待防止指針を作成し、全拠点にて研修を実施した。 

・ 適正な事業運営に向け、現状の適正な介護支援専門員の人員数を確保した。 

 

地域包括支援事業および豊明東郷医療介護サポート事業 

Ⅰ. 自治体の総合事業をはじめ各種事業へ協力し、ふつうに暮らせるしあわせを支援 

・ 困難事例に対して地域ケア会議を開催し、関係機関と情報共有および課題解決を

実施した。 
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・ 豊明市および幸田町と多職種合同ケアカンファレンスを開催し、論点を整理し、

地域専門職のアセスメント力向上に寄与した。 

・ 幸田町の坂崎学区と幸田学区で「げんき会」を毎月開催し、各学区の「いきいきサ

ロン」へ職員を派遣した。 

・ 幸田町で、坂崎おさんぽ会（体操・ウォーキング）を月２回、長嶺おさんぽ会を隔

月１回実施した。 

 

 

 15  法人本部 

【経営】 

経営管理体制の強化・推進 

Ⅰ. 事務部門体制の見直し 

① 経営企画機能の強化 

・ 経営企画部を発足させ、本学の経営分析の強化やプロジェクトの推進を図った。 

Ⅱ. 収益管理力の強化 

① より精度の高い学園中長期計画の策定 

・ 医療収入の伸び率や、薬品費比率、診療材費料比率、人件費などの重要項目を直

近までの実績や今後の計画を元に見直し、中長期経営計画を策定した。 

② 関連会社、尾三会の管理運営の効率化、連携強化 

・ 不採算部門の整理の検討、経営改善のための取り組みを実施した。 

③ 余裕資金の有効活用に向けた検討 

・ 資金運用委員会で、一定額を安全な資産にて長期的に運用する方針を決定し、2023

年度から運用を開始した。次年度以降の運用に向けた検討を進めている。 

Ⅲ. 施設・設備投資マネジメントの強化 

① 設備投資中長期計画の推進 

・ 今後発生が予想される大型設備投資計画や、工事計画、システム整備計画の最新

情報を織り込み、設備投資計画を更新した。 

Ⅳ. 原価低減・調達改善の取り組み 

① 価格交渉の強化 

・ 医療材料データベース（メディエ）の導入により、３病院の同一診療材料の価格

統一を実施した。 

・ 診療材料、医療機器、研究機器、試薬、消耗品等の値上げ対策として、全拠点まと

めて価格交渉をするために中央管理体制を確立した。 

② 診療材料、消耗品等の在庫の適正化 
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・ 使用実績に基づいて院内在庫定数の見直しをおこなった。更なる在庫の適正化に

向けて体制を強化し、年 2 回以上の見直しを実施した。 

・ 期限切れによる廃棄の削減に向けて、手術部との月次定例会で期限切迫品を共有

し、早期の使用を促すことで一定の効果を得た。 

Ⅴ. IT の高度化推進 

① 今後の DX を支えるインフラの整備 

・ セキュリティの強化に向けて、ISMS 認証を取得した。またゼロトラストセキュリ

ティの導入に向けて、セキュリティアセスメントを実施し、改善に着手した。 

・ 2025 年度を目安とする電子カルテシステムの更新に向けて、システム更新の基本

方針策定に着手した。 

② 働き方改革を支える業務システムの更新 

・ 医師の働き方改革に資するシステムとして、ER 管理システムを導入した。また、

紹介状、お薬手帳の OCR を 2023 年 12 月から全診療科で運用開始した。さらに

一部診療科において、退院サマリ自動作成の実用レベルの水準をクリアした。 

・ 医事統計業務の DX 化として、二次利用連携基盤を通じて、医療の質管理室で作

成している QI をビジュアル化した。40 の QI が電子カルテ情報を基に自動作成

可能となった。 

・ 後方連携の強化に向けて、後方連携業務のシステム導入の院内体制の構築、後方

連携施設の候補となる４病院への説明を実施した。 

③ 病院のビッグデータを活用できる環境の構築 

・ データ二次利用連携基盤の構築に向けて、電子カルテマスタのうち、検査、薬剤

の標準コード化を実施した。また２文書、６情報の FHIR 化を実装した。 

Ⅵ. 広報機能の充実とブランド力の強化 

① 外部ネットワークの拡充による機能強化 

・ 藤田医科大学東京 先端医療研究センターの開所を機に、首都圏のマスコミの新規

開拓、企業の広報部との関係づくりをおこない、ネットワークの拡充を図った。 

② 新たなコンテンツの開発と定着 

・ マスコミ向け冊子「フジタ 365」の開発や、学内広報誌のコンテンツ刷新などをお

こなった。 

③ 災害発生時の教職員への積極的な情報発信の検討 

・ 防災訓練時に「映像の記録、写真撮影による記録」をシミュレーションし、判明し

た課題解決のための対応策を検討した。 

 

ガバナンス・内部統制環境の見直し 

Ⅰ. 私立学校法改正への対応 

① 執行と監視・監督の機能分離、相互牽制体制の検討 

・ 学園執行部で検討を重ね、理事会機能については、改正法に対応して外部役員比
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率を高めると共に、より実効性のある体制への移行を進めるなど、概ね方針を決

定することができた。 

Ⅱ. ガバナンス体制の強化 

① 私学法改正によるガバナンスの一層の強化 

・ 2024 年 3 月に藤田学園ガバナンス自己点検・評価委員会を開催した。理事会の実

効性評価の実施について、2024 年度よりアンケート方式により実施することを決

定した。 

 

より魅力ある人事・教育制度の構築 

Ⅰ. ワークライフバランスと生産性アップにつながる働き方改革の推進 

① 働き方改革の実行 

・ 医師の残業上限の特例水準指定の申請を実行した。 

・ 2022 年度下期の働き方実績の把握･検証として、本学医師の年間残業時間レベル

を確認し、長時間傾向部署との対策協議を重ねた。 

・ 医師の労働時間短縮計画のレビューを第 1 教育病院、第 2 教育病院、第 4 教育病

院の各働き方改革推進委員会にて確認し、本学にマッチした形での働き方改革の

仕組み・運用づくりの検討を進めた。 

Ⅱ.  働きやすさと働きがいを高める人事制度の充実 

① 等級・評価制度の見直し 

・ 職員の活躍機会を拡げるための等級複線化を検討し、方向性・大枠を定めた。 

・ 学園の求める人材要素を反映した職員評価制度を検討し、評価ツールの表現等を

分かり易くした改修案をまとめた。 

・ パートタイマーの賃金改定を実施した。 

・ 事務職員の人材育成制度構築に向けて、人事異動の規定整備を実施した。 

・ 事務部門全所属長による「事務職人事戦略会議」を開催し、事務職員一人ひとり

の能力、人柄、職務経験等、多角的な視点を踏まえた人事異動を開始した。 

・ 昇格審査の公平性を確保するために、事務職の一部役職について昇格試験を導入

し、実施した。 

② 働きやすさのある職場環境の整備 

・ 新しい地域共生社会を築いていくため、障がい者による農園事業（農福連携）に

ついて導入を検討し、構想案をまとめた。 

・ 健康経営優良法人 2024 年度の認定を取得した。 

Ⅲ. 組織運営の質向上のための教育・研修制度の強化 

・ 事務職人材育成施策として、2024 年度から新たな研修の導入を予定している。 

・ 教職員ハラスメント防止セミナーを、学び箱（e ラーニングシステム）にて実施し

た。 
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【社会貢献】 

大規模災害に備えた取り組み 

Ⅰ. 災害時対応可能な大型ドクターヘリの導入 

・ 2024 年 2 月にドクターヘリの運航を開始し、出動要請に応じ救命活動をおこなっ

た。能登半島地震の広域支援活動にも活用された。 

Ⅱ. 他大学病院との災害時連携の推進 

・ 三重大学、浜松医科大学との合同訓練を 1 月に実施予定だったが、能登半島地震

の支援活動により、合同訓練の実施が延期となった。 

Ⅲ. 企業や自治体との連携による災害対策の強化 

① 災害時エネルギー供給機能強化 

・ 水素エネルギーの事業化の可能性について、5 社の担当者による検討会議をおこ

なった。 

② 災害備蓄体制の強化 

・ ヘリポート・格納庫との一体型災害備蓄倉庫の検討を開始した。 

・ 能登半島地震支援活動を踏まえ、より実態に即した備蓄品目の検討、優先順位付

けに着手した。また、企業と連携した災害支援備蓄について、発災時の運用を検

証した。 

Ⅳ. 学園全体の防災力の強化 

① インフラ設備の防災対策強化 

・ 井水処理施設工事、太陽光パネル設置に着手した。 

② 防災対策体制の強化 

・ 豊明校地防災委員会の体制を強化し、災害対策の状況把握、進捗管理、課題整理

をおこなった。 

③ 教職員への防災教育の実施 

・ 教職員専用ポータルに「災害対策／BCP ポータル」を新設し、災害対策に関する

情報整理や発信をおこなった。 

 

SDGs への積極的な取り組み 

・ 藤田学園が取り組んだ様々な SDGs の活動内容を報告書としてとりまとめ、

「SDGs 報告書 2023」として冊子化し、学内外へ情報発信をおこなった。 

・ 藤田学園の SDGs 行動指針を策定した。 

・ ダイバーシティ＆インクルージョン推進プロジェクトを立ち上げ、オールジェン

ダー対応トイレの設置および育児や介護における支援制度の拡充に向けた検討と

準備をおこなった。 
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学校法人の沿革 

 

 

1964(昭和 39)年 09 月 24 日 学校法人藤田学園設立 

同時に南愛知准看護学校設置認可、同年 10 月開校 

1965(昭和 40)年 04 月 01 日 南愛知准看護学校 4 月入学に変更 

1966(昭和 41)年 01 月 25 日 名古屋衛生技術短期大学 衛生技術科設置認可、同年 4 月開学 

1966(昭和 41)年 06 月 04 日 名古屋医学技術専門学校(夜間)厚生省が国家試験受験資格を認

め、衛生検査技師養成所として指定、同年 10 月開学 

1968(昭和 43)年 03 月 15 日 名古屋保健衛生大学 衛生学部衛生技術学科、衛生看護学科設置

認可、同年 5 月開学 

1968(昭和 43)年 03 月 21 日 南愛知高等看護学院設置(厚生省指定)、同年 4 月開校 

1971(昭和 46)年 10 月 01 日 藤田学園名古屋保健衛生大学ばんたね病院(第 2 教育病院) 

開設 

1971(昭和 46)年 11 月 22 日 名古屋保健衛生大学 医学部医学科設置認可、  
1972(昭和 47)年 4 月開学 

1972(昭和 47)年 04 月 01 日 名古屋保健衛生大学 総合医科学研究所開設 

1972(昭和 47)年 11 月 01 日 藤田学園名古屋保健衛生大学病院(第 1 教育病院)開設許可 

1973(昭和 48)年 05 年 29 日 藤田学園名古屋保健衛生大学病院(第 1 教育病院)開設 

1973(昭和 48)年 12 月 15 日 藤田学園生薬研究塾開所 施設全体を「七栗学綜」と命名 

1978(昭和 53)年 03 月 24 日 名古屋保健衛生大学大学院 医学研究科 形態系、機能系、  
保健衛生系、内科系、外科系各専攻課程設置認可、 

同年 5 月開学 

1979(昭和 54)年 04 月 05 日 名古屋保健衛生大学 救命救急センター開設 

1983(昭和 58)年 02 月 19 日 南愛知准看護学校(各種学校)と南愛知高等看護学院を統合し  
て藤田学園看護専門学校と改称、専修学校として設置認可 

1983(昭和 58)年 04 月 01 日 藤田学園看護専門学校 医療専門課程看護科、医療高等課程  
看護科開校 

1984(昭和 59)年 06 月 01 日 大学、短期大学の名称をそれぞれ藤田学園保健衛生大学、藤田

学園衛生技術短期大学に変更、名古屋医学技術専門学院の名称

を藤田学園医学技術専門学院に変更、藤田学園名古屋保健衛生

大学病院の名称を藤田学園保健衛生大学病院に変更、藤田学園

名古屋保健衛生大学ばんたね病院の名称を藤田学園保健衛生大

学ばんたね病院に変更 

1984(昭和 59)年 12 月 27 日 藤田学園衛生技術短期大学 専攻科衛生技術専攻設置認可、

1985(昭和 60)年 4 月開学 
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1986(昭和 61)年 01 月 30 日 総合コンピュータ プログラミング専門学校 工業専門課程 設

置認可、同年 4 月開校 

1986(昭和 61)年 12 月 20 日 藤田学園保健衛生大学ばんたね病院を藤田学園保健衛生大学坂

文種報德會病院に改称 

1986(昭和 61)年 12 月 23 日 藤田学園保健衛生大学 衛生学部診療放射線技術学科 設置認

可、1987(昭和 62)年 4 月開学 

1987(昭和 62)年 03 月 18 日 藤田学園保健衛生大学大学院 医学研究科分子医学系専攻課程

設置認可、同年 4 月開学 

1987(昭和 62)年 04 月 01 日 藤田学園医学技術専門学院 4 年制度に変更 

1987(昭和 62)年 04 月 20 日 藤田学園保健衛生大学七栗サナトリウム開設、「七栗学綜」の

呼称を「七栗校地」に変更 

1991(平成 03)年 04 月 01 日 大学、短期大学、看護専門学校、専門学校の名称をそれぞれ藤

田保健衛生大学、藤田保健衛生大学短期大学、藤田保健衛生大

学看護専門学校、藤田コンピュータ専門学校に変更、藤田学園

保健衛生大学病院の名称を藤田保健衛生大学病院に変更、藤田

学園保健衛生大学坂文種報德會病院の名称を藤田保健衛生大学

坂文種報德會病院に変更、藤田学園保健衛生大学七栗サナトリ

ウムの名称を藤田保健衛生大学七栗サナトリウムに変更 

1992(平成 04)年 03 月 25 日 藤田保健衛生大学リハビリテーション専門学校 医療専門課程 

理学療法科 、作業療法科設置認可、同年 4 月開校 

1992(平成 04)年 12 月 21 日 藤田保健衛生大学短期大学 専攻科衛生技術専攻を廃止、 

臨床工学技術専攻を設置認可、1993(平成 5)年 4 月開学 

1995(平成 07)年 10 月 01 日 生薬研究塾は総合医科学研究所に編入され、藤田記念生薬研究

塾研究部門となる 

1995(平成 07)年 12 月 22 日 藤田保健衛生大学短期大学 医療情報技術科 設置認可、1996(平

成 8)年 4 月開学 

1996(平成 08)年 01 月 31 日 藤田コンピュータ専門学校 工業専門課程 学生募集停止 

1997(平成 09)年 04 月 24 日 藤田保健衛生大学看護専門学校 医療高等課程 学生募集停止 

1997(平成 09)年 05 月 16 日 藤田コンピュータ専門学校 廃止 

1997(平成 09)年 10 月 29 日 藤田学園医学技術専門学院 学生募集停止 

1998(平成 10)年 04 月 01 日 藤田記念生薬研究塾研究部門は藤田保健衛生大学藤田記念生薬

研究所に改組 

1999(平成 11)年 06 月 30 日 藤田保健衛生大学看護専門学校 医療高等課程 廃止 

1999(平成 11)年 12 月 09 日 藤田保健衛生大学看護専門学校 医療専門課程 2 年課程 

学生募集停止 

1999(平成 11)年 12 月 14 日 藤田保健衛生大学看護専門学校 医療専門課程 3 年課程開設、 

2000(平成 12)年 4 月開学 
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2000(平成 12)年 12 月 21 日 藤田保健衛生大学大学院 保健学研究科 保健学専攻(修士課程)

設置認可、2001(平成 13)年 4 月開学 

2001(平成 13)年 03 月 30 日 藤田学園医学技術専門学院 廃止、臨床検査技師養成所としての

指定取り消し 

2002(平成 14)年 04 月 01 日 藤田保健衛生大学看護専門学校 医療専門課程 2 年課程 廃止 

2003(平成 15)年 04 月 10 日 藤田保健衛生大学 衛生学部リハビリテーション学科 理学療法

専攻・作業療法専攻設置届出、2004(平成 16)年 4 月開学 

2004(平成 16)年 04 月 01 日 藤田保健衛生大学藤田記念生薬研究所を藤田保健衛生大学藤田

記念七栗研究所に改称 

2004(平成 16)年 05 月 17 日 藤田保健衛生大学リハビリテーション専門学校 医療専門課程 

学生募集停止 

2005(平成 17)年 02 月 01 日 藤田保健衛生大学 中部国際空港診療所開設 

2007(平成 19)年 03 月 31 日 藤田保健衛生大学リハビリテーション専門学校 医療専門課程 

廃止 

2007(平成 19)年 04 月 24 日 藤田保健衛生大学 医療科学部 臨床工学科設置届出、 
 

2008(平成 20)年 4 月開学 

2007(平成 19)年 07 月 03 日 藤田保健衛生大学短期大学 衛生技術科、医療情報技術科  
学生募集停止 

2007(平成 19)年 12 月 03 日 藤田保健衛生大学 医療科学部 医療経営情報学科設置認可、

2008(平成 20)年 4 月開学 

2008(平成 20)年 04 月 01 日 藤田保健衛生大学 衛生学部の名称を医療科学部に変更し、 

衛生学部の衛生技術学科、衛生看護学科、診療放射線技術学科

の名称をそれぞれ医療科学部の臨床検査学科、看護学科、放射

線学科に変更 

2009(平成 21)年 04 月 20 日 藤田保健衛生大学短期大学 専攻科臨床工学技術専攻 学生募集

停止 

2010(平成 22)年 05 月 21 日 藤田保健衛生大学短期大学 廃止 

2013(平成 25)年 02 月 01 日 藤田保健衛生大学地域包括ケア中核センター(医療・福祉業)  
開設 

2014(平成 26)年 10 月 31 日 藤田保健衛生大学大学院 保健学研究科医療科学専攻(博士後期

課程)設置認可、2015(平成 27)年 4 月開学 

2016(平成 28)年 01 月 01 日 藤田保健衛生大学七栗サナトリウムを藤田保健衛生大学七栗記

念病院に改称 

2017(平成 29)年 03 月 31 日 藤田保健衛生大学藤田記念七栗研究所閉所 

2017(平成 29)年 04 月 01 日 学内研究組織再編により藤田保健衛生大学藤田記念七栗研究所

を藤田保健衛生大学研究支援推進センターに統合 
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2017(平成 29)年 12 月 27 日 藤田保健衛生大学大学院 医学研究科医学専攻(博士課程)設置

届出、2018(平成 30)年 4 月開学 

2018(平成 30)年 04 月 18 日 藤田保健衛生大学 医療科学部看護学科、リハビリテーション学

科、臨床検査学科、臨床工学科、医療経営情報学科 

学生募集停止 

2018(平成 30)年 04 月 24 日 藤田保健衛生大学 保健衛生学部看護学科、リハビリテーション

学科理学療法専攻・作業療法専攻設置届出、2019(平成 31)年 4

月開学 

藤田保健衛生大学 医療科学部医療検査学科設置届出、 

2019(平成 31)年 4 月開学 

2018(平成 30)年 10 月 10 日 大学、専門学校の名称をそれぞれ藤田医科大学、藤田医科大学

看護専門学校に変更、藤田保健衛生大学病院の名称を藤田医科

大学病院に変更、藤田保健衛生大学坂文種報德會病院を藤田医

科大学ばんたね病院に変更、藤田保健衛生大学七栗記念病院の

名称を藤田医科大学七栗記念病院に変更 

2019(平成 31)年 03 月 05 日 藤田医科大学看護専門学校 学生募集停止 

2019(平成 31)年 04 月 01 日 学内研究組織再編により藤田医科大学研究支援推進センターの

名称を藤田医科大学研究支援推進本部に変更 

2019(令和元)年 11 月 19 日 藤田医科大学大学院 医学研究科医科学専攻(修士課程)  

設置認可、2020(令和 2)年 4 月開学 

2020(令和 02)年 04 月 01 日 藤田医科大学七栗記念病院訪問事業部開所 

2020(令和 02)年 04 月 07 日 藤田医科大学岡崎医療センター開設 

2020(令和 02)年 08 月 01 日 藤田医科大学地域包括ケア中核センター幸田岡崎サテライト 
 

開所 

2021(令和 03)年 04 月 01 日 藤田医科大学地域包括ケア中核センター名古屋緑サテライト  
開所  
藤田医科大学高度救命救急センター指定 

2022(令和 04)年 03 月 31 日 藤田医科大学 医療科学部 臨床検査学科、臨床工学科、医療経

営情報学科 廃止  
藤田医科大学看護専門学校閉校 

2022(令和 04)年 08 月 31 日 藤田医科大学大学院 医学研究科病院経営学・管理学専攻(専門

職学位課程)設置認可、2023(令和 5)年 4 月開学 

2023(令和 05)年 07 月 26 日 藤田医科大学大学院 医療科学研究科医療科学専攻(修士課程・

博士後期課程)設置届出、2024(令和 6)年 4 月開学 

藤田医科大学大学院 保健学研究科保健学専攻(博士後期課程) 

設置届出、2024(令和 6)年 4 月開学 
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2023(令和 05)年 08 月 30 日 藤田医科大学大学院 保健学研究科医療科学専攻(博士後期課

程) 学生募集停止 

2023(令和 05)年 10 月 02 日 藤田医科大学東京 先端医療研究センター 開所、藤田医科大学    

羽田クリニック 開院 
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学校法人の概要 

 

 1  設置する学校・学部・学科等の入学定員、学生数等の状況 

  （2023 年 5 月 1 日現在） 
                                                       (単位：名) 

学校名 学部・学科名 

開設 入学 志願 合格 入学 編入学

定員 

編入学 

者数 

収容 

現員 

年度 定員 者数 者数 者数 定員 

藤田医科大学 

大学院 

 医学研究科 博士課程 Ｓ53 52 51 48 46 ― ― 208 163 

 医学研究科 修士課程 R2 5 4 4 4 ―  ― 10 7 

医学研究科 

専門職学位課程 
R5 10 42 16 16 ― ― 10 16 

 保健学研究科  

Ｈ27 8 16 16 16 ― ― 24 45  医療科学専攻 

 博士後期課程 

 保健学研究科  

H13 50 55 51 48 ― ― 100 112  保健学専攻 

 修士課程 

大 学 院 計 ― 125 168 135 130 ― ― 352 343 

藤田医科大学 

 医学部 医学科 Ｓ47 120 3,301 358 120 ― ― 720 748 

 医療科学部 Ｓ43 230 1,987 734 247 ― ― 920 947 

 医療検査学科 H31 140 952 426 154 ― ― 560 576 

 放射線学科 Ｓ62 90 1,035 308 93 ― ― 360 371 

 保健衛生学部 H31 250 2,501 1,138 286 ― ― 1,000 1,068 

 看護学科 Ｓ43 135 1,691 764 158 ― ― 540 568 

 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学科 H16 115 810 374 128 ― ― 460 500 

大 学 計 ― 600 7,789 2,230 653 ― ― 2,640 2,763 

合    計 ― 725 7,957 2,365 783 ― ― 2,992  3,106  
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 2  学位授与・資格試験（2024 年 3 月 31 日現在） 

 

＜学位＞ 

学校名 学部・学科 教育課程 授与数（名） 

藤田医科大学大学院 

大学院医学研究科 博士 45 

大学院医学研究科 修士 2 

大学院保健学研究科 

 医療科学専攻 
博士後期 4 

大学院保健学研究科 

 保健学専攻 
修士 60 

 

＜国家試験合格率＞ 

学校名 学部・学科 資格名称 合格者数(名) 合格率（％） 

 医学部 医学科 医師 119/123 96.7 

 医療科学部 

医療検査学科 

臨床検査技師養成プログラム 

臨床検査技師 
100/101 99.0 

 医療科学部 

医療検査学科 

臨床工学技士養成プログラム 

臨床工学技士 
24/24 100 

 医療科学部 

放射線学科 
診療放射線技師 85/93 91.4 

藤田医科大学 保健衛生学部 

看護学科 
看護師 134/134 100 

 保健衛生学部 

看護学科 
保健師 19/19 100 

 保健衛生学部 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学科 

理学療法専攻 

理学療法士 65/65 100 

 保健衛生学部 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学科 

作業療法専攻 

作業療法士 43/43 100 
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 3  組織図 

学校法人藤田学園 組織図(2024 年 3 月 31 日付) 
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藤田医科大学 組織図(2024 年 3 月 31 日付) 
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地 域 連 携 教 育 推 進 セ ン タ ー

防 災 教 育 セ ン タ ー

日 進 東 郷 サ テ ラ イ ト
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医 学 部 学 務 課
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藤田医科大学病院 組織図(2024 年 3 月 31 日付) 
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藤田医科大学ばんたね病院 組織図(2024 年 3 月 31 日付) 
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内 科 ・ 循 環 器 内 科

形 成 外 科 ・ 脳 神 経 外 科

外 科 ・ 整 形 外 科

精 神 科 ・ 小 児 科

脳 神 経 内 科 ・ 腎 臓 内 科

消 化 器 内 科 ・ 内 分 泌 内 科

呼 吸 器 内 科
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藤田医科大学七栗記念病院 組織図(2024 年 3 月 31 日付) 
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藤田医科大学岡崎医療センター 組織図(2024 年 3 月 31 日付) 
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 4  役員の概要 

                     （2024 年 3 月 31 日現在） 

① 理事 定員数 11 人以上 15 人以内、任期 3 年：2021 年 10 月 2 日～2024 年 10 月 1 日 

  監事 定員数  2 人以上 4 人以内、任期 3 年：2023 年 10 月 2 日～2026 年 10 月 1 日 

区   分 氏  名 
常勤・非常勤

の別 
摘   要 

理事長 星長 清隆 常 勤 
 2009 年 2 月  理事就任 

 2018 年 10 月  理事長就任 

専務理事 湯澤由紀夫 常 勤 

2014 年 4 月   理事就任 

2021 年 7 月   専務理事就任 

（現：藤田医科大学長） 

※任期：2026 年 3 月 31 日まで 

常務理事 岩田 仲生 常 勤 

2015 年 6 月   理事就任 

2021 年 10 月  常務理事就任 

（現：藤田医科大学副学長・医学部長） 

常務理事 藤岡 晃 常 勤 

2023 年 4 月   理事就任 

2023 年 4 月   常務理事就任 

（現：学校法人藤田学園法人本部統括事務局

長） 

※任期：2026 年 3 月 31 日まで 

理 事 小野雄一郎 常 勤 
2008 年 4 月   理事就任 

（現：学校法人藤田学園学園長） 

理 事 白木 良一 常 勤 
2021 年 10 月   理事就任 

（現：藤田医科大学病院長） 

理 事 堀口 明彦 常 勤 
2020 年 4 月   理事就任 

（現：藤田医科大学ばんたね病院長） 

理 事 金田 嘉清 常 勤 
2011 年 5 月   理事就任 

（現：藤田医科大学副学長） 

理 事 眞野 惠子 常 勤 

2019 年 1 月   理事就任 

（現：藤田医科大学病院副院長・統括看護部

長） 

※任期：2024 年 12 月 31 日まで 

理 事 齋藤 邦明 常 勤 
2020 年 10 月   理事就任 

（現：藤田医科大学副学長・医療科学部長） 



 

 

 

59 

 

 

理 事 吉野 賢治 常 勤 

2023 年 4 月   理事就任 

（現：藤田医科大学病院局病院事業本部長） 

※任期：2026 年 3 月 31 日まで 

理 事 近松  均 非常勤 
2005 年 4 月   理事就任 

（現：(一社)藤田学園同窓会名誉会長） 

理 事 齋藤 英彦 非常勤 
2018 年 10 月   理事就任 

※任期：2024 年 10 月 9 日まで 

理 事 渡辺 捷昭 非常勤 
2018 年 10 月   理事就任 

※任期：2024 年 10 月 9 日まで 
 

理 事 真田 弘美 非常勤 
2022 年 4 月    理事就任 

※任期：2025 年 3 月 31 日まで 

監 事 内藤 健晴 常 勤 2020 年 10 月   監事就任 

監 事 小出 宣昭 非常勤 2020 年 10 月   監事就任 

監 事 村上 文男 非常勤 
2022 年 4 月    監事就任 

※任期：2025 年 3 月 31 日まで 

監 事 稲垣 靖 非常勤 
2022 年 4 月    監事就任 

※任期：2025 年 3 月 31 日まで 

・当学園は、寄附行為第 32 条において、私立学校法（昭和 24 年法律第 270 号）第 44 条の５に

基づき、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成 18 年法律第 48 号）第 114 条を

準用して、理事会の決議により役員の責任を一部免除することができるものとしております。 

 

・当学園は、寄附行為第 33 条において、私立学校法第 44 条の５に基づき、一般社団法人及び

一般財団法人に関する法律（平成 18 年法律第 48 号）第 115 条を準用して、非業務執行理事

等の責任を、同法の規定に基づく最低責任限度額を限度とする旨の契約（以下「責任限定契約」

とします）を締結することができるものとしております。当該寄附行為の規定に基づき、理事 

近松均、齋藤英彦及び真田弘美、監事 内藤健晴、小出宣昭、村上文男及び稲垣靖の各氏との

間で、責任限定契約を締結しております。 

 

・当学園は、寄附行為第 34 条の２において、私立学校法第 44 条の５に基づき、一般社団法人

及び一般財団法人に関する法律第 118 条の２を準用して、理事会の決議により理事及び監事

の責任に対して、同法の規定に基づく費用等を補償する旨の契約を締結することができるも

のとしております。当該寄附行為の規定に基づき、すべての理事及び監事との間で、補償契約

を締結しております。 
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・当学園は、寄附行為第 34 条の３において、私立学校法第 44 条の５に基づき、一般社団法人

及び一般財団法人に関する法律第 118 条の３を準用して、理事会の決議により理事及び監事

の責任に対して、同法の規定に基づく損害を填補する旨の理事及び監事を被保険者とする役

員賠償責任保険契約を締結することができるものとしております。当該寄附行為の規定に基

づき、当学園が三井住友海上火災保険株式会社との間で会社役員賠償責任保険契約を締結し

ております。 

 

・上記、責任限定契約、補償契約及び役員賠償責任保険契約は、いずれも理事会の決議を経て契

約しております。 

 

② 年度内の新任理事・監事 

氏  名 摘   要 

藤岡 晃  2023 年 4 月  理事就任 

吉野 賢治 2023 年 4 月  理事就任 

 

③ 評議員 定員数 23 人以上 33 人以内任期 4 年：2020 年 9 月 27 日～2024 年 9 月 26 日 

氏  名 摘   要 

星長 清隆  学校法人藤田学園理事長 

市野 直浩 藤田医科大学医療科学部臨床教育連携ユニット長 

松山 裕宇  (一社)藤田学園同窓会会長 

濵子 二治  藤田医科大学特定教授 

眞野 惠子  藤田医科大学病院副院長・統括看護部長・理事 

三浦  研  学校法人藤田学園法人本部経理部長 

三吉 友美子  藤田医科大学保健衛生学部看護学科長 

成田 達哉  藤田医科大学病院事務部長 

藤岡 晃 
学校法人藤田学園法人本部統括事務局長・常務理事 

※任期：2026 年 8 月 31 日まで 

久保田  信  藤田医科大学事務局長 

廣瀬 雄一  藤田医科大学副医学部長 
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吉川 哲史 
 藤田医科大学病院副院長 

※任期：2025 年 8 月 31 日まで 

佐谷 秀行 藤田医科大学研究推進本部がん医療研究センター長 

岩田 仲生  藤田医科大学副学長・医学部長・常務理事 

白木 良一  藤田医科大学病院長・理事 

今泉 和良 藤田医科大学病院副院長 

長崎 弘 藤田医科大学図書館長・副医学部長 

鈴木   敦詞  藤田医科大学病院副院長 

鈴木   克侍  藤田医科大学岡崎医療センター病院長 

園田 茂  藤田医科大学七栗記念病院長 

金田 嘉清  藤田医科大学副学長・理事 

貝淵 弘三  藤田医科大学研究推進本部医科学研究センター長 

齋藤 邦明  藤田医科大学副学長・医療科学部長・理事 

堀口 明彦  藤田医科大学ばんたね病院長・理事 

吉野 賢治 
 藤田医科大学病院局病院事業本部長・理事 

 ※任期：2025 年 8 月 31 日まで 

小野 雄一郎  学校法人藤田学園学園長・理事 

湯澤 由紀夫  藤田医科大学長・専務理事 

坂 直樹  (一財)坂文種報徳会会長 

藤田 俊子  (一財)新居浜精神衛生研究所理事長 

近松 均  (一社)藤田学園同窓会名誉会長・学校法人藤田学園理事 

宇山 一朗 
 藤田医科大学サージカルトレーニングセンター長 

 ※任期：2026 年 3 月 31 日まで 

髙橋 雅英 
 藤田医科大学研究推進本部国際再生医療センター長 

 ※任期：2026 年 3 月 31 日まで 
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④ 年度内の退任評議員 

氏  名 摘   要 

藤田 俊子  2023 年 12 月退任（逝去） 

三吉 友美子  2024 年 3 月退任 

園田 茂  2024 年 3 月退任 
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 5  教員・職員数 
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財務の概要 

 1  決算の概要 

(1) 貸借対照表の状況 

貸借対照表は、純資産が139,780 百万円となり、2022 年度より 8,063 百万円の増加となった。 

資産の部は181,328 百万円となり、固定資産の取得、流動資産の増加により、2022 年度と比較し

9,830 百万円の増加となった。 

負債の部は 41,548 百万円となり、借入金の増加等により 2022 年度と比較して 1,767 百万円増加

した。以上の結果、財務比率における総負債比率は22.9％となり、2022 年度より 0.3％改善した。 

(2) 収支計算書の状況 

事業活動収支計算書は、一般企業の損益計算書に類似した計算書となっている。当年度の法人全体

の事業活動による損益を表す基本金組入前当年度収支差額は 8,063 百万円の差益となったが、2022

年度より減少した。これは、各大学病院の患者数や単価の増加により医療収入は増加したが、材料費

の価格の高騰、2022 年 10 月に実施した人事制度改革の影響などにより経費が増加したこと、補助

金が減少したことなどによる。 

また、教育活動による収支差額は 6,001 百万円となり、教育活動外収支は21 百万円となり、教育

活動収支と教育活動外収支を加えた経常収支差額は 6,022 百万円の差益となった。特殊な要因によ

って一時的に発生した臨時的な収支である特別収支は2,040 百万円の差益となった。 

基本金組入前当年度収支差額に、学校法人がその諸活動の計画に基づき必要な資産を継続的に保

持するために維持すべき基本金 13,982 百万円を組み入れた後の当年度収支差額は5,919 百万円の差

損となった。 

活動区分別資金収支計算書は、一般企業のキャッシュフローと類似した計算書となっている。大学

及び各大学病院の教育活動では18,448 百万円の資金増となり、建物や機器備品等の整備などによる

施設設備等活動では 14,089 百万円の資金減となった。その他の活動による資金減6,629 百万円を差

し引いた結果、当期の資金は2,270 百万円減少し、翌年度繰越支払資金は 38,163 百万円となった。 

 2  経年比較 

(1) 貸借対照表 

 

ア）貸借対照表の状況と経年比較 （単位：百万円）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
(R1年度) (R2年度) (R3.年度) (R4.年度) (R5.年度)

固定資産 110,922 111,137 111,888 108,665 115,240
流動資産 23,586 35,649 47,776 62,833 66,088
資産の部合計 134,508 146,787 159,664 171,499 181,328
固定負債 19,973 21,656 20,844 20,621 20,551
流動負債 20,955 19,587 18,625 19,160 20,997
負債の部合計 40,928 41,244 39,469 39,781 41,548
基本金 182,765 192,099 201,812 206,932 220,914
繰越収支差額 △89,185 △86,556 △81,618 △75,215 △81,134
純資産の部合計 93,580 105,543 120,194 131,718 139,780
負債及び純資産の部合計 134,508 146,787 159,664 171,499 181,328

※記載金額は百万円未満を四捨五入して表示
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(2) 収支計算書  

① 事業活動収支計算書 

 

イ）財務比率の経年比較 （単位：％）

算 式 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 評

評価    △ 高い値が望ましい   ▼ 低い値が望ましい   ～どちらとも言えない

23.2
2,653.9

95.8
36.2

△5.3
182.0
28.1

723.2
94.8
17.0

△11.3
112.6
30.4

418.0
93.3

比 率

3 総負債比率

流動資産÷流動負債

総負債÷総資産

現金預金÷前受金

基本金÷基本金組入額

運用資産÷要積立金

11.6

2,661.2

1 運用資産余裕比率 (運用資産-外部負債)÷総資産

2 流動比率

△

△

△

▼

△

△

22.9

96.1

3.6 10.5
327.9

5 基本金比率

・運用資産＝現金預金＋特定資産＋有価証券　・外部負債＝総負債－（退職給与引当金＋前受金）・要積立額＝減価償却累計額+退職給与引当金+2号基本金+3号基本金

37.46 積立率

4

314.7

11.8

前受金保有比率

256.5
24.7

1,324.6
95.5
27.4

ア）事業活動収支計算書の状況と経年比較 (単位：百万円）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
事業活動収入の部

学生生徒等納付金 7,686 7,630 7,519 7,363 7,455
手数料 305 314 297 296 304
寄付金 775 1,110 900 809 821
経常費等補助金 2,961 12,044 8,901 6,824 4,316
付随事業収入 1,736 1,569 2,078 2,032 2,390
医療収入 70,854 80,217 93,578 97,811 104,914
雑収入 1,071 1,298 2,342 2,114 1,535

85,387 104,183 115,616 117,249 121,736
事業活動支出の部

人件費 33,466 37,275 42,237 42,448 45,824
教育研究経費 12,433 15,964 14,637 15,889 16,710
医療経費 30,699 35,616 40,062 42,265 48,073
管理経費 3,686 3,659 4,177 5,276 4,986
徴収不能額等 57 96 91 113 142

80,340 92,609 101,205 105,992 115,735
5,047 11,574 14,411 11,258 6,001

事業活動収入の部
受取利息・配当金 16 7 16 25 61

16 7 16 25 61
事業活動支出の部

借入金等利息 38 34 33 32 40
38 34 33 32 40

△22 △27 △18 △6 21
5,025 11,547 14,393 11,251 6,022

科目

教

育

活

動

収

支

教育活動収入計

教育活動支出計
教育活動収支差額

教育活動外収入計

経常収支差額

教育活動外支出計
教育活動外収支差額

教

育

活

動

外

収

支
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② 資金収支計算書 

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
事業活動収入の部

資産売却差額 0 8 2 0 4
その他の特別収入 4,575 667 709 342 2,254

4,575 675 711 342 2,258
事業活動支出の部

資産処分差額 2,152 247 401 62 183
その他の特別支出 6 11 52 8 34

2,158 258 453 70 217
2,417 417 258 272 2,040
7,442 11,964 14,651 11,524 8,063

△6,300 △9,334 △9,713 △5,120 △13,982
1,141 2,629 4,938 6,403 △5,919

△90,327 △89,185 △86,556 △81,618 △75,215
△89,185 △86,556 △81,618 △75,215 △81,134

89,978 104,865 116,342 117,617 124,055
82,536 92,901 101,691 106,093 115,993

※記載金額は百万円未満を四捨五入して表示

事業活動収入計
事業活動支出計

基本金組入前当年度収支差額
基本金組入額合計
当年度収支差額

前年度繰越収支差額
翌年度繰越収支差額

（参考）

特別収支差額
特別支出計

特

別

収

支

特別収入計

科目

イ）財務比率の経年比較 （単位：％）

算 式 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 評

評価    △ 高い値が望ましい   ▼ 低い値が望ましい   ～どちらとも言えない

36.2

49.6

11.15.9

11.4

7.3

基本金組入前当年度収支差額÷事

業活動収入

教育研究経費÷経常収入

9.6

36.535.8

49.5

3.5

経常収支差額÷経常収入

△

▼

△

～学生生徒等納付金収入÷経常収入

管理経費÷経常収入

△

▼39.2

6.1

50.5

4.3

8.3

4.9

6.5 6.3

12.4

47.3

6

1 人件費比率

経常収支差額比率

2

5 学生生徒等納付金比率

4 事業活動収支差額比率

3 管理経費比率

教育研究経費比率 53.2

9.0

4.1

6.5

4.5

9.8

比 率

人件費÷経常収入 37.6

3.6

12.6

ア）活動区分資金収支計算書の状況と経年比較 （単位：百万円）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
教育活動による資金収支

教育活動資金収入計 85,328 104,125 115,551 117,192 121,616
教育活動資金支出計 72,753 82,956 91,627 95,920 105,346
差引 12,575 21,169 23,925 21,272 16,270
調整勘定等 3,297 △1,425 △1,532 △1,797 2,179
教育活動資金収支差額 15,872 19,744 22,392 19,475 18,448

施設整備等活動による資金収支

施設整備等活動資金収入 4,515 566 636 239 2,137
施設整備等活動資金支出 26,968 8,923 9,776 6,067 15,574
差引 △22,453 △8,357 △9,140 △5,828 △13,437
調整勘定等 6,589 △2,941 △544 △923 △653
施設整備等活動資金収支差 △15,864 △11,298 △9,683 △6,751 △14,089

8 8,446 12,709 12,724 4,359
その他の活動による資金収支

その他の活動資金収入 6,547 2,757 2,453 3,304 6,491
その他の活動資金支出 7,309 3,990 3,681 3,284 13,120
差引 △762 △1,232 △1,228 20 △6,629
調整勘定等 0 0 0 0 0
その他の活動資金収支差額 △762 △1,232 △1,228 20 △6,629

△754 7,214 11,481 12,745 △2,270
前年度繰越支払資金 9,747 8,994 16,207 27,688 40,433
翌年度繰越支払資金 8,994 16,207 27,688 40,433 38,163

※記載金額は百万円未満を四捨五入して表示

科目

小計（教育活動+施設整備等活動)

支払資金の増減額（小計+その他）
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(3) その他 

① 有価証券の状況 

 

② 借入金の状況 

 

③ 学校債の状況 

 

  

資金収支計算書の状況と経年比較 （単位：百万円）

収入の部 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
学生生徒等納付金収入 7,686 7,630 7,519 7,363 7,455
手数料収入 305 314 297 296 304
寄付金収入 1,187 1,096 885 786 874
補助金収入 7,029 12,580 9,458 7,063 6,349
資産売却収入 2,000 8 53 0 4
付随事業・収益事業収入 1,736 1,569 2,078 2,032 2,390
医療収入 70,854 80,217 93,578 97,811 104,914
受取利息配当金収入 16 7 16 25 61
雑収入 1,054 1,348 2,323 2,087 1,484
借入金等収入 800 100 0 800 1,600
前受金収入 2,152 2,209 2,060 1,523 1,434
その他の収入 15,467 15,528 20,361 20,956 25,498
資金収入調整勘定 △14,898 △20,080 △20,706 △22,796 △20,658
前年度繰越支払資金 9,747 8,994 16,207 27,688 40,433
収入の部合計 105,135 111,520 134,130 145,634 172,142

支出の部 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

人件費支出 33,069 36,955 41,900 42,062 45,589
教育研究経費支出 7,499 10,035 8,506 9,523 10,070
医療経費支出 29,037 32,970 37,627 39,819 45,446
管理経費支出 3,154 3,007 3,646 4,524 4,276
借入金等利息支出 38 34 33 32 40
借入金等返済支出 503 1,034 544 304 554
施設関係支出 21,352 2,262 6,638 3,885 9,827
設備関係支出 5,616 6,661 3,138 2,182 5,746
資産運用支出 4,737 2,487 2,483 2,395 11,634
その他の支出 14,672 24,142 24,839 23,419 24,285
資金支出調整勘定 △23,536 △24,275 △22,912 △22,943 △23,488
翌年度繰越支払資金 8,994 16,207 27,688 40,433 38,163
支出の部合計 105,135 111,520 134,130 145,634 172,142

※記載金額は百万円未満を四捨五入して表示

イ）財務比率の経年比較 （単位：％）

算 式 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 評

評価    △ 高い値が望ましい   ▼ 低い値が望ましい   ～どちらとも言えない

16.6
教育活動資金収支差額÷教育活動

資金収入計
19.4

教育活動資金収支差額

比率
18.6 19.0 15.2 △

比 率

1

種類 貸借対照表計上額

時価のない有価証券 722,428,188円
債券 9,405,995,000円

利率(%) 返済期限

0.5 2025年9月

0.56～0.66 2028年8月

0 2046年12月

市中金融機関 1,760,000,000円

借入先 期末残高

日本私立学校振興・共済事業団 450,000,000円

その他 207,574,200円

発行年度 利率( %) 

2012年度 010,000,000円 2022年6月

本年度末残高 償還期限
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④ 寄付金の状況 

 

⑤ 補助金の状況 

 

⑥ 収益事業の状況 私立学校法上の収益事業は行っていない 

⑦ 関連当事者等との取引の状況 

 

⑧ 学校法人間財務取引 なし 

  

寄付金の種類 寄付金額

現物寄付金 98,727,922円

教育研究寄付金 167,800,000円

奨学寄付金 193,888,999円

寄附講座寄付金 211,500,000円

受配者指定寄付金 246,500,000円

その他の寄付金 54,616,911円

学術研究振興資金 400,000円
地方公共団体補助金 941,926,850円

補助金の種類 寄付金額

国庫補助金 5,406,555,790円

役員の

兼任等

事業上

の関係

9,421千円 出資金 42,000千円
未払金 1,134千円

11,085千円 前受金 188千円
未収入金 758千円

1,958千円 出資金 150,454千円
前受金 178千円
未収入金 1,669千円

出向者人件費等

の受入
660千円 出資金 10,000千円

業務委託等の支

払
25,744千円 未払金 2,740千円

出向者人件費等

の受入
3,888千円 出資金 310,000千円

貸付金 200,000千円

10,052千円 出資金 191,401千円

未払金 35千円

486千円 前受金 46千円

未収入金 31千円

役員の

兼任等

事業上

の関係

出向者給与受入れ 15,094千円 未収入金 1,595千円
業務請負収入の受

入れ 5,412千円 未払金 740千円

業務委託費の支払

い
6,199千円

家賃、手数料の

受入れ
3,086千円 前受金 172千円

保険料の支払い 45,613千円

出向者給与受入

れ
4,750千円 未収入金 2,780千円

出向者給与受入

れ
1,745千円 前受金 104千円

家賃の受入れ 1,173千円
業務委託費の支

払い
9,020千円

家賃の受入れ 460千円 前受金 77千円

直接

100％

取引金額 勘定科目 期末残高

出向者人件費等

の受入

消耗品費等の支

払

イ）関連当事者

属性
役員、法人等の名

称
資本金

事業内容又は

職業

議決権

の所有

割合

関係内容

取引の内容

兼任5

名
出向契約

直接

100％

兼任5

名
業務委託

資金の貸

付

子会社

子会社

株式会社フジタ・イ

ノベーション・キャ

ピタル
155百万円

施設利用料等の

受入

兼任7

名

子会社
株式会社フジタメ

ディカルサポート
5百万円

外国人の医療渡航

に関する事業、外国

人を対象とした医療

施設の紹介及び斡

旋

直接

100％

取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高

子会社
藤田総合サービス

株式会社
21百万円

不動産賃貸、飲食

料品、健康食品及

び日用品の販売等

直接

100％

兼任5

名

属性
役員、法人等の名

称
資本金

事業内容又は

職業

議決権

の所有

割合

関係内容

出向契

約・業務

委託

施設利用料・出向者

給与等の受入

業務委託等の支

払

ｸﾛｽｱﾎﾟｲﾝﾄ

ﾒﾝﾄ制度に

よる協定

ア）出資会社

子会社 藤信興産株式会社 50百万円
ゴルフ場・ホテル

業・飲食業・衣料品

販売等

直接

100％

兼任4

名

関係法

人

株式会社D＆P

Labo.
3百万円

医薬品及び診

断薬の開発

間接

10％

兼任4

名

ユリカ株式会社 100百万円
健康食品、化粧品

等の製造販売

関係法

人
株式会社ＯＶＵＳ 95百万円

ゲノム、遺伝子、染色

体に関する検査、解

析、遺伝子疾患に関連

する研究の受託等

直接

90.2％

兼任4

名

関係法

人

関係法

人

株式会社FirstReal

Healthdata

Systems
100百万円

医療情報ｼｽﾃﾑ

の企画、設計、

販売及び保守

間接

60％

兼任6

名
0

関係法

人

ジェノニクス株式会

社
77百万円

医学分野の商

品及びｻｰﾋﾞｽの

企画販売、ｺﾝｻ

ﾙﾀﾝﾄ業務

間接

91.8％

兼任4

名

土地の賃

貸

ｸﾛｽｱﾎﾟｲﾝﾄ

ﾒﾝﾄ制度に

よる協定

出向契約

有限会社藤田保険

サービス
3百万円

損害保険代理

事業、郵便切手

等の販売

間接

100％
なし

保険代理

業務

ベンチャー企業への

コンサルティング、

子会社の経営管

理、ベンチャー事業

の設立支援
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 3  経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の方針対応方策 

① 経営状況の分析 

Fujita VISON 2030 に掲げた、「人も社会も職員も大切にする藤田学園へ」の実現に向け

て 2022 年 10 月に実施した人事制度改革に伴う人件費の増加、設備投資の強化による減価

償却費が増加し、基本金組入前当年度収支差額は減少傾向にあるが、純資産額は右肩上が

りに増加しており、ビジョン実現のための強固な財政基盤の強化を進めている。 

② 経営上の成果と課題 

2023 年 10 月に次世代医療・研究の拠点として東京羽田に藤田医科大学東京 先端医療研

究センターを開業した。当センターの事業について早期に軌道に乗せるための活動の強化

が課題となっている。 

2024 年 2 月に第１教育病院に愛知県のドクターヘリが配備され、地域医療のドクターヘ

リ不応需件数 0 の実現および高度救急医療体制の確立への取り組みを進めている。 

2024 年度は Fujita VISON 2030 達成のため、各部門の中期目標や予算の達成に向けた取

り組みを行い、更なる財政基盤の確立を進める。 

③ 今後の方針・対応方策 

2030 年に向けた Fujita VISION 2030 の柱として掲げた「社会貢献」の実現に向けて、

災害医療への取り組み、災害時の電力確保、全学生・教職員の防災士の資格取得等のプロ

ジェクトを推進する。 

病院部門では手術支援ロボットやセラノスティクスセンターなどの資源を生かしたがん

治療への注力、医療 DX の推進、4 病院の強みを伸ばす病院運営を推進する。 

Fujita VISION 2030 実現のために All Fujita で収益力を強化し、財務基盤の確立、未来

社会が直面する様々な課題に対応する人材を育成するための制度改革を推進する。 
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